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序     文 
 

インドネシア国家中期開発計画（2004～2009 年）における三本柱の一つに「民主的で公正なイ

ンドネシアの創造」が掲げられており、その下に「司法機関・法執行機関の能力向上プログラム」

が設定されている。同プログラム内の活動の一つとして「未済事件の解決促進化」があげられて

おり、未済事件の削減が急務とされている（特に、最高裁判所では１万 6,000 件もの未済事件が

積みあがっている）。 

未済事件の減少のためには効果的効率的な事件処理が必要不可欠であり、裁判手続に付随する

和解・調停制度の強化は有効な解決方法の一つになりうる。インドネシア共和国（以下、「インド

ネシア」と記す）の民事訴訟法においては、民事訴訟手続において必ず和解勧試が行われなけれ

ばならないと定められているが、これまでのところ裁判官は和解勧試を形式的に行うのみで、実

質的には和解調停手続は全く機能していなかった。インドネシアでは 2003 年３月に和解調停に関

する最高裁判所規則が制定されているが、紛争解決の促進を目指して、和解調停制度の見直しを

核とした技術プロジェクトの要請がインドネシア最高裁判所よりなされた。 

一方、日本は、2002 年以降、国別研修「司法制度比較研究セミナー」等において、インドネシ

ア研修員に対して、日本の和解・調停制度や裁判官の和解・調停技術等を紹介してきており、イ

ンドネシア側から高く評価されているところである。2006 年の国別研修の成果品として、インド

ネシアにおける和解・調停制度の改正のための政策提言（案）が作成された。 

このような状況のもと、2006 年９月 24 日～30 日において最高裁判所規則の改正を含む和解調

停制度の再整備を目的としたプロジェクトに関し、プロジェクトのスコープを見定め実施体制を

確認するために事前評価調査団を派遣した。調査の結果、小規模な投入に絞り、2007 年３月から

２年間の予定で「インドネシア和解・調停制度強化支援プロジェクト」として実施することにな

った。調査結果については、小規模案件にまとめたこともあり、本報告書において、簡易にまと

めておくこととする。 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた各機関の方々に心から謝意を表するとともに、

引き続き本プロジェクトに対する支援をお願い申し上げる次第である。 

 

平成 19 年３月 

 

独立行政法人国際協力機構 

社会開発部長 岡崎 有二 
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第１章 事前評価調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の背景と目的 

 インドネシア国家中期開発計画（2004～2009 年）における三本柱の一つに「民主的で公正なイ

ンドネシアの創造」が掲げられており、その下に「司法機関・法執行機関の能力向上プログラム」

が設定されている。同プログラム内の活動の一つとして「未済事件の解決促進化」があげられて

おり、未済事件の削減が急務とされている（特に、最高裁判所では 1 万 6,000 もの未済事件が積

み上がっている）。 

 また、インドネシア最高裁判所の「ブループリント」（最高裁判所改革の大綱、2003 年）にお

いても、「（最高裁における）未済事件の減少」がプログラムとして位置づけられており、その

ための活動として「裁判外紛争解決手続（Alternative Dispute Resolution:ADR）の推進」があげら

れている。 

 インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）の民事訴訟法においては、民事訴訟手

続きにおいて必ず和解勧試が行われなければならないと定められているが、これまでのところ裁

判官は和解勧試を形式的に行うのみで、実質的には和解調停手続きは全く機能していなかった。 

 一方、日本は 2002 年以降国別研修「司法制度比較研究セミナー」等において、インドネシア研

修員に対して、日本の和解・調停制度や裁判官の和解・調停技術等を紹介してきており、インド

ネシア側から高く評価されているところである。2006 年の国別研修の成果品として、インドネシ

アにおける和解・調停制度の改正のための政策提言（案）が作成された（付属資料８）。その成

果を踏まえて、今般、和解・調停制度の改正を中心とする技術協力プロジェクトの事前評価調査

の実施が決定した（本件プロジェクトは、平成 17 年度要望調査において、インドネシア政府から

要請があった案件）。 

 

本事前調査においては、上記プロジェクト実施の妥当性を確認するために、関係機関を訪問し

下記の調査事項を確認することを目的とした。 

（１）インドネシア最高裁判所内の規則改正チームの立上げに関する状況 

（２）インドネシア側の実施体制 

（３）和解・調停制度に関する他ドナーの活動 

（４）調停人認定機関の活動 

（５）既存の調停人研修カリキュラム、研修教材等 

（６）弁護士の和解・調停制度強化に対するインセンティブ 

（７）その他上記に関連する事項 
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１－２ 調査団の構成 

氏 名 担 当 所 属 

佐藤 直史 総 括 JICA国際協力専門員（法整備支援）  

田中 嘉寿子 和解・調停制度 法務省法務総合研究所国際協力部 教官 

塚本 秀夫 

 

協力企画 JICA社会開発部第一グループ  

社会制度・平和構築チーム 職員 

 

１－３ 調査日程 

2006 年９月 24 日から同月 30 日まで。 

日程の詳細については付属資料１参照。 

 

１－４ 主要面談者 

最高裁の主要面談者は以下のとおり。 

・マリアナ最高裁副長官〔H.E.Marianna Sutadi、Vice Chief Justice：女性。元本邦研修員。ADR 専

門家〕 

・パウルス最高裁判事（H.E.Paulus Effendi Lotulung：司法改革チーム長） 

・ハリフィン最高裁判事（Harifin Tumpa：民事部長） 

・アディ最高裁判事（Susanti Adhi Nugroho：女性。海外支援窓口兼 ADR 専門家。元本邦研修員） 

・アンディ判事（Andi Samsan Nganro、SH：南ジャカルタ地裁所長・元本邦研修員） 

・アグン最高裁調査官（IG.Agung Sumanatha、Secretary of Research & Development、Supreme Court 
Training Center：判事。法開発研究機関調査官。元本邦研修員） 

・スバギオ最高裁事務局総務部長（Subagyo、Head of Administration Affairs Body、Supreme Court） 
・ブディマン氏〔Budiman Sudarsono：国家開発企画庁(BAPPENAS)法務人権課長〕 

 

全面談者については付属資料４参照。 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 関係機関との協議結果 

（１）JICA インドネシア事務所での打合せ 

インドネシア事務所には、調査開始時と終了時の２回訪問した。その中で、インドネシア

における司法支援の意義とその難しさについて指摘があった。また、語学及びインドネシア

における組織の閉鎖性からの専門家の活動の困難さについて助言があった。派遣予定の長期

専門家は弁護士であり、恐らくインドネシア語は期待できないが、研修等を勧奨するとの回

答をした。 

なお、プロジェクト開始まで少なくとも月に一度はインドネシア事務所から最高裁に赴き、

日本側派遣準備進捗報告やワーキング・グループ（Working Group:WG）の作業進捗状況の

確認をしてもらえることとなった。 

 

（２）最高裁との協議 

・本プロジェクト概要案については、概ねこれまで本邦において３年間実施してきた国別研

修における成果物である政策提言書に基づいていることから、最高裁からは特に反対はな

かった。活動内容につき意見が出た点は、主に WG の活動内容であり、メディエーション

に関する最高裁判所規則改正にあたり、ワークショップを開催して最高裁外の関係者から

意見を聞く機会を設けてほしいというものであり、妥当な提案としてインドネシア側の要

望に沿って修正した。 

・特に最高裁側から意見があったのは、規則改正及び調停人養成に関する WG のロジ面であ

り、最高裁としてはこのようなロジ業務を担える体制構築が難しいとの指摘があった。こ

の点は、日本側も長期専門家の業務内容(Terms of Reference:TOR)に含まれていない点を指

摘し、最高裁と調停人養成に関して密接な関係にあるインドネシア紛争解決機関

(Indonesian Institute for Conflict Transformation:IICT)の幹部を最高裁が雇い入れ、プロジェ

クト・マネージャーとして WG の召集など必要なロジを最高裁の関係者とともに実施する

こととなった。 

・特に調停人養成に関して実際に研修を実施している IICT との関係であるが、最高裁が調

停人認定・養成に関して IICT を認証しており、調停人に関する規則制定・改正に関しては

密接な情報連絡を図っている関係にあり、最高裁が指示している実態にある。本プロジェ

クトの WG としても参加することになっており、専門家が IICT との調整をする必要はな

いことが確認された。むしろ、IICT が WG の活動において中心的な役割を占めることにな

る。 

・今回、本プロジェクトの WG メンバーリストが最高裁長官令案としてミニッツ(Minutes of 
Meeting:M/M)に添付されたことで、インドネシア最高裁がオーナーシップをもってプロジ

ェクトを進める体制にあることを確認した。 

・WG の部屋は最高裁判所内の部屋を利用し、専門家は汚職裁判所の一室を本拠としつつ、

WG 実施時には最高裁内の施設を利用できることとなった。また、IICT 等最高裁以外の関

係者の日当・宿泊は JICA インドネシア事務所基準に応じて負担し、勤務時間外の最高裁

職員の日当についても JICA インドネシア事務所と基準も勘案のうえ検討することとなった｡ 
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（３）オーストラリア国際開発庁(Australian Agency for International Development:AusAID)との協

議 

AusAIDはメディエーションに強い関心をもっており、本プロジェクトとの関連性も強い

ドナーといえる。しかしながら、援助のスタイルとしては調停人養成を行っている IICT等

に資金援助を行う(主にアチェの宗教裁判所)というものであり、規則改正を中心とする技術

協力である本プロジェクトとは直接重ならない。担当者によれば、和解・調停制度を強化す

る JICAのプロジェクト概要案は AusAIDの目指す方向性と一致しているとのこと。 

 

（４）EUとの協議 

EUにおいては大規模な裁判官への研修をプロジェクトとして実施予定である。しかしな

がら、インドネシア側の事務手続の遅れで進捗が遅れている状況にあることが説明された。

すなわちファイナンシャルアグリーメントがインドネシア側の手続の遅れでなされず、この

ままいけば供与する資金が失われる可能性があるとのことであった。EUの担当官からはプ

ロジェクトの内容よりもインドネシア最高裁のプロジェクトマネジメントの面の不十分さ

を教訓・忠告という形で提起された。 

なお、EUのプロジェクトと、JICAのプロジェクトは補完関係にあるとの指摘があり、整

合性の点で問題ないことが確認された。 

 

（５）インドネシア調停センター〔Pusat Mediasi Nasipnal(The Indonesian Mediation Center):PMN〕

との協議 

PMNは、IICTと並んで最高裁判所から調停人認定・養成について認可を受けた機関であ

る。ただ、主な講師陣を銀行等の現役ビジネスマンとしており、特に商業関連の調停人養成

を扱っていることが判明した。 

研修は週５日間。１日８時間で計 40 時間。PMN独自の倫理規定を設けている（この点は

ほぼ IICTも同様であるとの言）。弁護士側のインセンティブが低いため、メディエーターが

増大しないとのこと。裁判所も弁護士とある種結託し、メディエーターの裁判への介入を防

ぐことで自己の利益を守っている実態について説明があった。 

 

（６）法務人権省との協議 

法務人権省からはメディエーション制度の立法化の意向等を確認した。 

現在の民事訴訟法上のメディエーション制度には不備があること、最高裁判所に係属する

未済事件数の減少が司法分野の課題であることといった点については認識していた。そして、

判決による解決は勝敗がはっきりしてしまうので、それよりも当事者間の関係が継続するメ

ディエーションによる解決が望ましいこと、インドネシアにはムシャワラの伝統というメデ

ィエーションを受け入れる素地があることなどの指摘もあった。 

プロジェクトの活動においては、規則の改正に関して一般人の意見を聞いたり、学術的研

究や外部的調査が必要だとの認識も示された。また、広く意見を募るためにワークショップ

をジャカルタ以外の地域でも開催したり、NGO や大学も意見聴取の対象とすべきではない

かとの考えが示された。 
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メディエーションを含む包括的な ADR に関する基本法の策定を検討したいが、現時点の

立法計画には載っていないとのことであった。なお、最高裁規則の改正についても、法務人

権省の守備範囲であり、協力したいとのことであった。 

 

（７）IICT との協議 

IICT が“win-win-solution”を標語にメディエーション促進に深くかかわっていることが確

認できた。最高裁判所から認可を受け、実際に調停人に対する研修を行っているほか、パイ

ロットプロジェクトなども実施して現在の最高裁規則の見直しなどについて進言するなど、

JICA のプロジェクトにおいても重要なステークホルダーとして位置づけられることとなる。

訪問時には既に最高裁から本プロジェクトの関与を打診されており、積極的に協力する旨確

認を得た。 

また、IICT は家事事件や土地問題など市民生活に直結する事件のメディエーションに主

に取り組んでおり、この点がビジネスを中心とする PMN との違いであり、最高裁が密接に

連絡をとっている一因と思われる。体制的にも９人の専属講師を抱えており、教材やカリキ

ュラム開発もかなり進んでいる。 

さらに、IICT や PMN 以外のメディエーター認定・養成機関の取り組みにも積極的で、メ

ディエーター拡大のためにオープンな姿勢があり、本プロジェクトにおいて WG の一員と

してもっとも適切であることが確認できた。 

 

（８）南ジャカルタ地裁視察 

本邦研修の受講者であり、本プロジェクトの WG メンバーともなるアンディ判事が所長

を勤める南ジャカルタ地裁を訪問し、最初に裁判官を集めた意見聴取を行ったあと、法廷内

等を視察した。 

意見聴取においては、まずアンディ所長より、日本の和解制度の長所として、①裁判官が

調停人の主体になれること、②同じ裁判官が調停人としての役割も担うことにより、調停成

立率が上がること、③柔軟性があること、④対席形式のみならずコーカス形式も取り入れて

いること、⑤法体系の整合性があること、があげられた。そして南ジャカルタ地裁は調停の

パイロット・コートに選ばれていないものの、調停技術の向上を図り、広報に力を入れるな

ど、調停の先進的裁判所として活動を活発化していきたいとの考えが示された。 

実際に、IICT において調停人養成研修を受講した裁判官からは、IICT の研修は教材もカ

リキュラムもよかったが、必ずしも実務で使える内容とはなっていない、米国の調停に関す

る内容が多く、日本のアチェ ADR 遠隔研修のほうが役に立ったなどの意見も聞かれた。 

同地裁では、裁判官の会議室兼図書室を調停室として使用していた。 

法廷視察では通常民事事件を傍聴した。インドネシアの法廷は書記官の位置以外は日本の

法廷とほぼ同位置であり、進め方も日本の弁論期日に似ていた。なお、開廷中も扉が開いた

ままで外部の雑音が聞かれること、有名刑事事件の法廷審理をテレビカメラで実況中継して

いたことは日本との違いである。 

 

（９）統一弁護士会との協議 

統一弁護士会とは、本プロジェクトの WG における弁護士の参加の重要性について意見
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交換した。訪問した時点においては、最高裁から WG 参加の打診はきていないとのことで

あった。統一弁護士会からは、規則改正に関する WG 及び調停人養成に関する WG のそれ

ぞれに２名ずつ計４名を参加させたいとの意向が示された。 

また、弁護士側からみた裁判上の調停制度が機能しない理由として判決の予測可能性の低

さがあげられ、判決の予測可能性が高くならない限り弁護士が紛争の迅速な解決を求める経

済合理性がないとの考えが示された。判決の予測可能性を高めるためには判例集の出版が必

要だとの意見もあった。 

なお、統一弁護士会独自で調停センター設置を検討しており、JICA から支援してほしい

との意見もあった。 

   

（10）米国国際開発庁(United States Agency for International Development:USAID)との協議 

USAID のメディエーター支援は ASIAN FOUNDATION を通じてのものであり、直接的な

かかわりをもっていないことが判明した。すなわち、実際のプロジェクトは ASIAN 
FOUNDATION が行っており、内容は IICT を通じたパイロットプロジェクトであるとのこ

と。なお、JICA のプロジェクトとの重複はないとの意見であった。 

USAID としては、汚職防止のためにもメディエーションの導入は有効であるとの意向が

示され、メディエーション導入に向けた積極的な姿勢が確認できた。 

 

（11）ブリティッシュ・カウンシル(British Council:BC)との協議 

ブリティッシュ・カウンシルでは、研修・ケースマネジメント・村落市民向けの法廷アク

セスの向上などのプロジェクトを実施している。ADR と関連するのは村落におけるメディ

エーション制度の促進である。ブリテッシュ・カウンシルのプロジェクトでは村落レベルの

調停人を対象としており、JICA は裁判所の調停人を想定しているところが異なり重複がな

いことが確認できた。 

また、調停の促進に向けて、広報活動の重要性や弁護士の理解が不可欠である点が指摘さ

れた。さらに、民間調停での調停結果を裁判所で執行力を得たものにするためにも、最高裁

規則の改正が必要であるとの意見があった。 

 

（12）在日本大使館報告 

本案件の概要と M/M を最高裁と交わした点を報告するとともに、プロジェクト開始時の

協力を依頼した。清水書記官から、本プロジェクトの意義の重要性が示され、特に広報活動

（プロジェクト自体について）などを重視していきたいとの意向が示された。 

 

（13）国連開発計画(United Nations Development Program:UNDP)との協議 

 UNDP では、市民社会のためのリーガルエンパワーメント、アチェにおけるアダット（地

元の有力者）レベルでのリーガルエイド及び人材育成を行っているとのことであった。メデ

ィエーションはこのキャパシティビルディングと関係をもつものの、規則改正を中心とする

JICA のプロジェクトとは重複はない。 

なお、一般市民のリーガル・アウェアネスを高めるためには、視覚に訴えるテレビが最も

効果的とのことであった。 
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２－２ 案件の概要 

（１）案件の概要 

今回の調査の結果、プロジェクト実施の妥当性が確認されたため、インドネシア最高裁と

の間で、付属資料３の M/M の署名を行った。  

今後、下記の案件概要で、プロジェクトを開始する予定である。案件の開始は、長期専門

家の派遣が行われる 2007 年３月より２年間となる。 

 

（２）実施体制 

調査前に特に問題となっていたインドネシア側の実施体制については、プロジェクト・ダ

イレクターにはインドネシア最高裁の民事部長であるハリフィン判事、プロジェクト・マネ

ージャーには IICT から最高裁に派遣されるファタヒラ代表が就任し、さらに WG として最

高裁判事や弁護士を中心に 17 人を指名（長官令として発令）されることにより、問題ない

ものと確認された。 

 

（３）協力内容 

１）スーパーゴール 

    裁判所における未済事件が減少する。 

２）上位目標 

裁判上の和解・調停の成立が促進される。   

＜指標＞ 

裁判所上の和解・調停の成立事例数が増加する。 

有資格の調停人の数が増加する。 

３）プロジェクト目標 

   裁判上の和解・調停制度が改善される。 

   ＜指標＞ 

最高裁判所規則（2003 年２号）が改正される。 

調停人に関する最高裁規則が制定される。 

４）成果 

ａ）裁判上の和解・調停制度に関して、最高裁判所において、改正規則案が作成される。 

     ＜指標＞ 

最高裁が、「裁判上の和解・調停」制度に関する規則の改正案を作成する。 

ｂ）調停人の養成に必要な仕組みが改善する。 

     ＜指標＞ 

最高裁が、「調停人規則」案を作成する。 

最高裁が、「調停人倫理規則」案を作成する。 

調停人認定機関の調停人養成カリキュラム・教材が作成される。 

ｃ）和解・調停制度が一般に広報される準備が整う。 

     ＜指標＞ 

広報ツールが作成される。 

５）活動 
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   1-1 最高裁判所内に、和解・調停に関する最高裁判所規則（2003 年２号）改正ワーキン

ググループを立上げる。 

   1-2 最高裁判所規則改正案の作成に必要な資料を集めるためのワークショップを開催

する。 

1-3 最高裁判所規則の改正作業を行う。規則には調停手続、調停人の資格や選定、及び

調停費用に関する条項を含めるものとする。 

   1-4 広報手段及び調停人養成のためのテキストとして、改正規則の Q&A集を作成する。 

1-5 多くの関係者からの知見を引き出すためワークショップを開催する。 

   2-1 最高裁判所内に、調停人養成のための仕組み改善ワーキンググループを立ち上げる。 

2-2 調停人養成研修カリキュラムを見直し改善する。 

2-3 調停人養成研修の教材を見直し改善する。 

   2-4 調停人養成研修の講師を養成する。講師には、判事、弁護士その他を含むものとす

る。 

   3-1 裁判上の和解・調停制度を広報するためのツールを作成する。 

   3-2 改正規則や新調停人養成制度を広報するため、ワークショップやセミナーを開催す

る。 

６）カウンターパート(C/P)機関 

    C/P：インドネシア最高裁判所（所内に設置する WG） 

関連機関：IICT、統一弁護士会 

７）日本側投入 

   ａ）専門家 

    ・長期専門家（和解・調停制度）1 名（弁護士） 

     和解・調停制度改善への助言、ワークショップの開催 

    ・短期専門家（退職裁判官、弁護士等）年２回の現地セミナー 

     和解・調停制度及び技術指導 

ｂ）本邦研修 

     法務省法務総合研究所（以下、「法務研」と記す）及び日本弁護士連合会（以下、「日

弁連」と記す）の協力で年１回実施 

ｃ）国内支援体制 

・規則改正助言チーム 退職裁判官、法総研、日弁連 

・調停人養成助言チーム 日弁連、法総研 

＊原則年４回、JICA、法総研、日弁連、現地専門家（ネット参加）が参加し、プロジェク

トの進め方に関して助言、意見交換を行う。 

                              

２－３ 案件の妥当性 

（１）プロジェクトの妥当性 

１）プロジェクトの背景 

本プロジェクトは当初 2005 年度の要望調査案件として、「司法制度比較研究プロジェク

ト」として要請されたものである。最高裁判所では１万 6,000 件もの未済事件を抱えて

いるが、本要請では、インドネシアにおける公正かつ効率的な訴訟制度の運営を確立さ
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せるための取り組みとして、和解調停制度、簡易裁判所制度、少年事件制度の整備に対

する協力の要請がなされている。 

インドネシアの司法制度は、裁判官による汚職や非効率さが内外から強い批判を受け、

投資の阻害要因として諸外国から改革要求が出ており、司法改革が国家的改革の課題と

なっているが、本要請はこのような司法改革に沿うものとして採択された。 

一方で、日本は 2002 年以降インドネシアの裁判官等を対象に国別研修「司法制度比較

研究セミナー」を実施してきており、その中で日本の和解・調停制度を紹介したところ、

インドネシア最高裁判所側から訴訟制度改善に資するものとして高く評価されていると

ころである。 

このような背景のもと、最高裁判所規則の改正や調停人養成研修の改善を中心とした和

解調停に焦点をしぼったプロジェクトとして構成し、事前評価調査に至ったものである。 

２）妥当性 

インドネシアの民事訴訟法上、民事第１審裁判において、「第１回審理の際、裁判官は、

当事者の話合いでの解決（裁判上の調停）を促さなければならない。」とされており、裁

判上の調停は必須である。したがって、これが活性化されて調停成立率が上がれば、最

高裁の未済は減ることが期待されるので、妥当性は高い。 

かつ、調停は両当事者の合意に基づくものであるから、裁判官の汚職の機会が減るとい

うインパクトも期待できる。この点、給与の低い裁判官が率先して調停を行うよう、調

停率の高い裁判官、すなわちより廉潔で調停能力の高い裁判官を昇進させる人事制度も

導入して裁判官にインセンティブを与えることとされており、実効性を高めている。 

また、調停人資格は裁判官のみならず民間人（弁護士、アダット・リーダー、医師・建

築士・学者等の各種専門的職業人など）にも与えられ得るので、司法への国民参加を促

すこととなり、司法の透明化というインドネシア司法改革の重要課題にも資する。 

さらに、裁判外の各種 ADR の結果を裁判上の調停と連携させて執行力を与えるように

規則を改正すれば、裁判外 ADR の活性化にもつながる。 

すなわち、ADR は司法サービスという裁判所（国営独占企業）の機能の一部民営化と

いえ、司法サービス分野に競争を導入することにより、司法全体の効率化を図るもので

ある。これは、司法へのアクセスがきわめて不十分な一般市民に対して簡易・迅速・安

価で廉潔な司法サービス提供の道を与える一助となり、貧困削減や災害からの復興に役

立つ（例：災害後の土地紛争の迅速な解決など）。JICA が本年度実施したアチェ被災民向

けの ADR 遠隔セミナーとの連携も図れる。 

他方、外国企業にとっては信頼性の高い民間調停人が裁判所の調停人リストに載れば、

その民間調停人のもとでの（汚職のリスクのない）調停結果に判決と同等の執行力が付

与されるため、司法の汚職というリスク回避が図れることにより、投資環境の改善にも

つながる。 

以上、裁判上の調停制度の改善を目指す本プロジェクトは、きわめて妥当性が高いと思

料する。 

  ３）地裁の判事らのニーズの高さ 

南ジャカルタ地裁訪問時、元本邦研修員のアンディ判事が（他ドナー支援の調停活性化

対象パイロット裁判所ではないのに）自ら率先して各裁判官に調停を進めさせていたと
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ころ、各裁判官との協議において、各裁判官から現行規則が時間・調停の機会・裁判官

の昇進制度・弁護士の消極的な態度等との関係で使いにくいという問題点が次々に指摘

された。 

これらはいずれも本邦研修時に裁判官・弁護士ら各研修員から提示されていた問題であ

り、現場の地裁で調停を行っている裁判官らにとって規則改正が喫緊の課題であること

が確認されるとともに、本プロジェクトにおいて、WG に裁判官のみならず弁護士を入れ

ることの必要性が再確認された。 

また、現在最高裁判所から調停人養成研修機関として認証されている IICT で研修を受

けた裁判官が数名いたので、感想を聴取したところ、非常に米国寄りの研修内容であり、

実務に合致しない部分も少なくない旨の指摘があったことから、本プロジェクトにおい

て調停人養成研修の改善を行う必要性も確認された。 

 

（２）プロジェクトの実施可能性 

署名前の３回の協議に、インドネシア最高裁側から、毎回マリアナ最高裁副長官、パウル

ス最高裁判事、ハリフィン最高裁判事（M/M 署名予定者）、アディ最高裁判事（ADR 専門

家で、WG のコーディネーター）及び WG の主要メンバーとなる元本邦研修員の最高裁調

査２名、地裁所長１名らが、毎回出席していたうえ、第１回・第２回目の協議後最高裁側で

更に協議し、WG の人選を直ちに行い、WG に対する最高裁長官令案を用意して第３回協議

に臨んでいた。 

そのうえ、スバギオ最高裁事務局総務部長も第１・３回目の協議に出席し、予算上の確認

を行い、予算要求済みの 2007 年度は無理だが、2008 年度は最高裁側も本プロジェクト用に

予算を計上する旨約束した。 

表敬時にバギル・マナン最高裁長官も本プロジェクトを歓迎する旨明言していたことから、

本プロジェクトに対する最高裁側のコミットメントは非常に高い。 

また、調停に焦点を当てた３回の本邦研修（2004-2006）に複数回参加した元本邦研修員

が WG の中核メンバーになり、改正規則の方向性に関する明確なビジョンを既に有してい

ることからも、本プロジェクトの実施可能性は高いと考える。 

 

（３）他ドナーの本プロジェクトに対する評価と協力関係 

１）他ドナーの支援活動との矛盾・重複がなく、連携による相乗効果が期待されること、

訪問した USAID、AusAID、EU、ブリティッシュ・カウンシル、UNDP の各ドナーは、い

ずれも、本プロジェクト案につき矛盾や不要な重複はなく、基本的方向性は非常に優れて

いると評価していた。 

なお、ADR 分野についての支援を実施している USAID、AusAID、ブリティッシュ・

カウンシルとは、いずれもビジネス専門の民間調停人養成や村落レベルの民間調停の活

性化に重点を置いており、本プロジェクトとは重複せず、むしろインドネシアにおける

調停制度の広報が乏しすぎる状態であることから、相互に連携・協力することにより相

乗効果が得られると期待され、本プロジェクトを歓迎していた。いずれのドナーも相互

の活動成果の情報共有には好意的であり、本プロジェクトにより規則が改正されると他

ドナーの活動に影響を与える可能性が高いので、積極的に情報を提供してドナー間調整
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を図る必要がある。 

既に、USAID、AusAID からは、調停実施のパイロット・コートにおけるモニタリング

結果などの参考資料の提供を受け、今後の協力関係が期待できるうえ、USAID、ブリテ

ィッシュ・カウンシルと本プロジェクトのオフィスは、すべて汚職裁判所内に設けられ

る予定であり、ドナー間調整は容易であると予想される。 

  ２）他ドナーの教訓から学ぶべき点 

EU は、対最高裁の技術協力案件（1000万ユーロの巨額で広範な内容のもの）は、主に

最高裁側の非協力のため、実施が１年半以上も遅れ、３年計画のプロジェクトを残り15

か月間で終えなければならない事態に陥っているなど、訪問したすべてのドナーの実務

担当者から、インドネシアで司法改革関連プロジェクトを実施することの困難さについ

ての教訓を多々教示された。 

しかし、例えば、EU はプロジェクト・マネージャーにパウルス最高裁判事の指名を得

るだけで最初の半年かかったが、本調査団は５日間の協議中にプロジェクト・ダイレク

ター以下の WG 全メンバーの長官令案まで得た。この違いは、本プロジェクトが調査団

派遣までに５年をかけて対話を積み重ねた末にマリアナ最高裁副長官自身のイニシアテ

ィブにより選ばれた内容であり、単に資金を提供してプロジェクト実施を下請けに出し

ている他ドナーと異なり、現地企画調査員河田氏の積極的な最高裁へのアプローチや本

邦研修等によって対面での直接対話が積み重ねられてきたことによってインドネシア最

高裁側とJICA 側（実施機関である法務総合研究所を含む。）との間に信頼関係が形成され

ていたことによると思料される。 

逆にいえば、派遣される長期専門家は、インドネシア最高裁側にとっては「新人」であ

るから、これまでに形成された信頼関係の延長上に派遣されていることを種々の形でア

ピールし、WG に受け入れてもらえるように地ならししてやる必要性があるということで

ある。 

その意味で、長期専門家派遣後の初期段階において、本プロジェクトに対するインプッ

トを効果的に行う必要があるといえる。 

 

（４）プロジェクト実施上の留意点 

１）プロジェクトの各コンポーネントの配分について 

本プロジェクトの最重要課題は、コンポーネント１の規則改正である。 

しかし、改正した規則に基づき、調停制度を活発化させるためには、ユーザーである弁

護士・一般市民の啓蒙が不可欠であるから、規則改正後の調停人養成や広報の活動も重

要である。 

なお、広報の方法としてインドネシアで最も効果的なのは、他ドナーの調査結果によれ

ば、テレビ・ラジオであるとのことである。 

本プロジェクトでは、既に本邦研修で研修員から非常に好評を博した調停人養成研修の

DVD が存在しているところ、これは「調停」の概念や利点を啓蒙する広報ツールとして

も有用なものであり、この台本をインドネシア語に翻訳してインドネシア側に提供する

ことが可能である。 

これを活用した研修・広報ツールの作成も視野に入れることが可能であろう。 
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２）通訳・翻訳について 

物理的支援の道具である機械設備が重要であるのと同様に、法律分野の技術協力におい

て最も重要な道具は、「言語」、すなわち「通訳・翻訳」である。 

過去の本邦研修における経験から、マリアナ最高裁副長官から、JICA 調査団に対し、

特に、研修・ワークショップの通訳には財団法人日本国際協力センター（JICE）研修監

理員の呼子紀子氏をお願いしたいとの懇望があったことをあえて付言しておく。 

３）統一弁護士会との関係 

統一弁護士会は、結成されて間がなく、インドネシア最高裁との間には、日本の最高裁

判所と日弁連との間のような対等な関係は見出しがたい。しかしながら、WG に弁護士３

名が入っていることから、この弁護士３名が個人資格ではなく、統一弁護士会の代表と

して参加しているというスタンスをとることにより、統一弁護士会のプロジェクトへの

協力を形成・維持することが重要である。 

本プロジェクトに対し、統一弁護士会としての積極的な関与を促したり、または、本プ

ロジェクトの成果物（研修ツール、広報ツールなど）を関係者に無償で共有することに

つき最高裁側は調査時に同意していたので、統一弁護士会でも会としての弁護士に対す

る研修や会の各種広報活動にこれらの成果物を使用できるようにすることにより、本プ

ロジェクトの成果をより一層広範に広めることが可能となる。 

４）地方への普及とアチェ州の扱い 

本プロジェクトでは、改正規則の地方への普及活動等は視野に入れられていないが、イ

ンドネシアでは地方ごとに事情が異なるので、地方で改正規則が円滑に適用し得るよう

配慮すべきである。特に、アチェ州については、津波災害からの復興に調停制度が有用

であり、ADR 遠隔セミナーを実施したこととの連携を可能な限り図るべきである。 

 

２－４ 総括所感 

 本プロジェクトは、インドネシアの裁判手続に付随する和解・調停制度の改善を目的としたプ

ロジェクトである。本プロジェクトの内容は、2002 年のニーズ調査以後合計５回に及ぶ「日本イ

ンドネシア司法制度比較研究セミナー」等の本邦研修の結果としてまとめられたインドネシア側

の政策提言の内容を受け立案されたものであり、2006 年３月から９月まで行われた「アチェ津波

被災民のための ADR セミナー」（JICA-NET を通じた遠隔セミナー）で得られた知見も反映し、

当該セミナー参加者へのフォローも検討されている。 

 本プロジェクトは、インドネシアにおける司法改革の方向性と合致したものであり、インドネ

シア最高裁判所の強いオーナーシップが認められる。インドネシア最高裁判所は、2003 年に司法

改革のための意欲的なブループリントを発表し、自らの強いイニシアティブで改革を志向してい

るところ、このブループリントの目標の一つである最高裁判所の未済事件の減少のためには効果

的効率的な事件処理が必要不可欠であり、本プロジェクトの目標である裁判手続に付随する和

解・調停制度の強化は有効な解決方法の一つになり得る。また、当該ブループリントの実現は最

高裁判所の重要な任務として認識されており、かつ、上記のとおり本プロジェクトの内容はイン

ドネシア側の政策提言に基づいたものであり、最高裁判所のオーナーシップはきわめて高い。 

 さらに、今回の調査において、和解・調停制度強化のために協力が不可欠な最高裁から認証を

受けた調停人研修機関（IICT と PMN）、統一弁護士会、法務人権省といった各ステークホルダ
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ーの積極的な協力が得られることが確認されたうえ、他のドナーの活動とコーディネーションを

図ることによる相乗効果も十分に期待できる。各関係機関の若干の思惑の違いは当然あり得よう

が、問題点の認識及び改革の方向性については各機関の理解に齟齬はなく、コーディネーション

を図ることは十分に可能であり、かつユーザーフレンドリーな制度の構築のためには、最高裁判

所以外の機関を巻き込んだ活動が不可欠である。この点はプロジェクトの実施にあたって最大限

考慮されなければならないであろう。 

 本プロジェクトは、上述のとおり、過去５年間にわたる本邦研修におけるインドネシア側との

対話及び平石・河田両企画調査員によるインドネシア側との交流の成果として築かれた信頼関係

に基づき、両者の対話を通じて立案され、実施が計画されるものである。これまでの関係者の努

力に対し深い敬意を表するとともに、今後とも更なる信頼関係の蓄積のもとにプロジェクトの実

施に取り組むことが必要である。 
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２－13．UNDP訪問メモ（９月 29 日） 
３．M/M 
４．面談者リスト 

５．EUプロジェクト概要 
６．IICT関係資料 
７．PMN関係資料 
８．国別研修「司法制度比較研究セミナー」において、インドネシア裁判官

よりなされた政策提言 
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第１ 協議経過概要 

 １．１回目（９月 25 日） 

インドネシア最高裁側でマリアナ副長官から他の最高裁判事（パウルス司法改革チーム

長ら）に対する事前説明・根回しがなかったため、調査団来訪趣旨が理解されず、日本側

から詳細説明のうえ、インドネシア側内部で協議してもらうこととなった。 

 ２．２回目（９月 26 日） 

インドネシア最高裁側の態度が豹変、調査団歓迎モードに。協議の結果、プロジェクト

内容についてはほぼ合意され、修正箇所につき JICA 調査団側で修正したものを次回用意す

ることとなった。 

ただし、「プロジェクト・マネージャー」につき、インドネシア最高裁側が、ロジ面の責

任者兼 WG 議論取りまとめ報告者と位置づけ、内部職員にはその作業をする余裕がないた

め、調停人養成研修の認証機関である NGO の IICT 役員ファタヒラ氏に JICA 予算で業務委

託したいような要望があり、JICA のスキーム上困難であることを説明して再検討となった。 

    インドネシア最高裁側で WG のメンバーを選定して最高裁長官令案を作成する旨約束し

た。 

 ３．３回目（９月 28 日） 

M/M 仮署名（手書き修正版）。 

   調査団が M/M 案修正版を提示し、インドネシア最高裁側が WG の長官令案を提示。 

   インドネシア最高裁側がプロジェクトの内容面の責任者として、プロジェクト・ダイレク

ターにハリフィン最高裁民事部長を指名し、最高裁自身のオーナーシップが確認されたので、

ロジ責任者としてファタヒラ氏をプロジェクト・マネージャーとすることにつき調査団も合

意（委託契約等は締結しない。最高裁外部のプロジェクト・メンバーとして日当程度の支払

は可能。）、M/M 案・長官令案に手書きで各修正のうえ、仮署名。 

 ４．４回目（９月 29 日） 

 M/M 正式署名。 

   調査団が M/M 最終版を持参、インドネシア最高裁側が WG の長官令案改訂版（別添１）

を提示して M/M に添付のうえ、双方円満に署名に至る。 

（詳細は別添２議事録記載のとおり。） 

以 上 

 

 

２．議事録 

２－１．最高裁との協議議事録（2006 年９月 25 日、26 日、28 日、29 日） 
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２．議事録 

２－１．最高裁との協議議事録（2006 年９月 25 日、26 日、28 日、29 日） 



 
別添１ WG メンバーリスト（長官令案） 

 

第１ プロジェクトのスティアリング・コミッティー（最終意思決定権限者） 

 １．バギル・マナン最高裁長官 

 ２．マリアナ・スタディ最高裁副長官 

 ３．パウルス・ロトルン最高裁判事（司法改革チーム長） 

 ４．スバギオ最高裁総務部長 

 ５．マス・アクマド・サントサ司法改革チーム委員 

第２ プロジェクト・ダイレクター 

ハリフィン最高裁判事民事部長 

第３ JICA 側 

１．山西企画調査員 

２．JICA 長期専門家 

第４ プロジェクト・マネージャー 

ファタヒラ（IICT 所長） 

第５ プロジェクトの秘書 

ニサ（最高裁司法改革チーム専門員） 

第６ ワーキング・グループ 

１．アディ最高裁判事（プロジェクト・コーディネーター） 

２．アブドゥルラフマン最高裁判事 

３．アチャ・サンジャジャ最高裁判事 

４．アグン最高裁商事部副長官付調査官 

５．スパンディ司法研修所長 

６．アンディ判事・南ジャカルタ地裁所長 

７．スハディ判事・タゲラン地裁所長 

８．エリ最高裁調査官 

９．アルタ判事・バンドン地裁 

10．デヴィ判事・バンドン地裁 

11．ウィウィック最高裁司法改革チーム専門アドバイザー 

12．ワヒドゥディン・アダムス法務人権省地方条例起草部長 

13．ムアリミン・アブディ法務人権省法制局憲法訟務部憲法訴訟課長 

14．ルトフィ・ヤジド弁護士 

15．トニ・ブディ・ジャヤ弁護士 

16．フィルマンシャ弁護士 

17．アーメド・ファーミ・シャハブ（PMN 所長） 
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別添２ インドネシア最高裁との協議議事録 

 

＜第１回 ９月 25 日＞ 

日時 ９月 25 日午前 10 時～12 時 10 分 

場所 インドネシア最高裁判所 長官用会議室 

表敬訪問 バギル・マナン最高裁長官 

 

１．面談者 

（1）日本側 佐藤（団長）、田中（法総研）、塚本（JICA 本部）、河田（JICA 現地企画調査員・

通訳） 

（2）インドネシア側 バギル・マナン最高裁長官、マリアナ副長官 

２．長官発言概要 

・ADR プロジェクトは非常に有意義である。 

・コート内のみならず、コート外の Mediation も促進したい。 

・大きな訴訟のみならず、小規模の訴訟にも活用したい。 

３．使用言語 英語（通訳なし） 

４．交付資料 

・JICA の M/M 案、マスタープラン案 

・田中持参の“Justice in Japan”、法務省発行の「ICD NEWS（法務省法務総合研究所国際協

力部報）及び「法整備支援について」の各パンフレット 

 

５．協議 

（1）協議場所 最高裁会議室 

（2）協議出席者 

１）日本側 佐藤、田中、塚本、河田（通訳） 

２）インドネシア側 

・マリアナ最高裁副長官（H.E.Marianna Sutadi、Vice Chief Justice：女性。元本邦研修員。

ADR 専門家） 

・パウルス最高裁判事（H.E.Paulus Effendi Lotulung：司法改革チーム長） 

・ハリフィン最高裁判事（Harifin Tumpa：民事部長） 

・アディ最高裁判事（Susanti Adhi Nugroho：女性。海外支援窓口兼 ADR 専門家。元本邦

研修員。） 

・アンディ判事（Andi Samsan Nganro、SH：南ジャカルタ地裁所長・元本邦研修員） 

・アグン最高裁調査官（IG.Agung Sumanatha、Secretary of Research & Development、Supreme 
Court Training Center：判事。法開発研究機関調査官。元本邦研修員） 

・スバギオ最高裁事務局総務部長（Subagyo、Head of Administration Affairs Body、 Supreme 
Court） 

・ブディマン氏〔Budiman Sudarsono：国家開発企画庁(BAPPENAS)法務人権課長〕 

（3）事前準備 田中作成質問事項を事前に河田氏がインドネシア語訳して交付済み 

（4）言語 河田氏によるインドネシア・日本語の逐語通訳 
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（5）協議結果概要 

マリアナ）会議の趣旨説明 

本邦研修の成果を受け、今後の技術協力プロジェクトの方向性に関する調査にきた。 

ADR に関しての規則改正のみならず、長期的には法改正も視野に入れている。 

アジェンダをもらっているので、回答していきたい。 

その前に、田中教官から、提案内容を説明してもらいたい。 

田中）プロジェクト案の内容の概要説明。 

佐藤）日弁連・法総研がサポートすることを付言。 

マリアナ）調査団の目的は、プロジェクトの実施可能性について調査に来たと理解している。

３回の協議で M/M 署名は早すぎないか？ インドネシアの状況をもっとよく知ってもら

ったほうがよくないか？ 

最高裁規則改正のみならず、日本型調停の導入を考えている。長期的ゴールとしては、

新規 ADR 法の立法、短期的には最高裁判所規則 2003 年２号の改正が目標。 

塚本）JICA 予算からは、長期専門家は１名。予算が厳しく、JICA 本部がネガティブななか、

河田・田中氏らの調整で本調査団が実現したので、本調査団でミニッツ署名に至らなけれ

ば、プロジェクト実施は困難である。大規模なプロジェクトを時間をかけて準備するより

も、小規模なプロジェクトを現段階で始めることが、その後の活動につなげていく契機と

なり得る。 

パウルス判事）改革チーム長として発言する。 

本プロジェクト案には、公衆の参加が必要と考えている。JICA 提案については評価して

いる。しかし、2003 年以後、IICT、PMN で調停人養成研修をしており、パイロットプロ

ジェクトも実施済み。教材も作成済み。したがって、支援プロジェクトは、既に実施済み

の活動との重複は避けたほうがよい。既にある規則を全部変えたり、訓練方法全部を変え

ることは避けたほうがよい。 

だから、もっとインドネシアの状況を調査したほうがよいのではないか。専門家が現状

調査をしたうえで、プロジェクト案を考えたほうがよいのではないか。 

マリアナ）（日本の制度や研修の成果について一所懸命パウルス判事に説明） 

本プロジェクト案は、インドネシアのイニシアティブでやりたいと言っていることであ

る。規則改正が必要だから改正プロジェクトを提案している。 

アディ判事）私は ADR の専門家である。規則の改正点はあまり多くないと思う。（法律に比

べ）規則に与えられている権限は限られている。現研修でもガイドラインはある。銀行等

の専門家による民間 ADR も動き始めている。現規則による調停制度はうまくいきかけて

いるところだと考えている。 

    調停人の倫理規定のドラフティングも進んでいる。周知徹底も行われている。調停手続

きのガイドラインもある。 

マリアナ）（再度一所懸命説明。現規則の問題点と日本の制度、特に和解が参考になること

を指摘。）インドネシア最高裁としては、規則改正が必要と思っている。 

佐藤）問題点は本邦研修を通じて共有できていると思っている。規則改正・養成研修改善の

規模については、協議し得ると思っている。 

田中）プロジェクト案を調停にした背景・理由を説明させてください。2002 年にインドネシ
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ア政府から JICA に司法改革支援要請があり、ニーズ・アセスメントの調査団が来ました

が、インドネシア側の司法改革の課題は非常に広範でした。また、日本側も、カンボジア

等と違い、制度基盤があるインドネシアに日本として何を支援できるか当初はわからなか

った。正直なところ、当初は ADR の優先度は低かった。しかし、2002 年調査団時の広範

な要請の中から、現地調査３年間の本邦研修を通じて、インドネシアの地裁の裁判官が日

本の制度を参照するなかで、最もインスピレーションを得たのがメディエーションについ

てであり、日本の制度の模倣ではなく、現規則の使いにくいところを改善したいという現

場の地裁の裁判官の高いニーズがあった。その地裁の裁判官の意見が適切かどうかをマリ

アナ副長官に二度も来日して確認していただいた。そのようにして形成されたインドネシ

ア側の政策提言に基づいて作成したのが本プロジェクト案である。（パウルス司法改革チ

ーム長らが初めて聞いたような様子で頷きながら聞く。ようやく表情が和らいでくる。） 

ハリフィン民事部長）短期的には規則改正を否定しないし、日本の制度も取り入れられると

ころもあるだろう。調停委員の制度も取り入れられるだろう。中期的には、裁判所法改正

中なので、そこに ADR についての条文を入れ、規則もつくるということも考えられる。 

マリアナ）インドネシア側でこのプロジェクト案の趣旨が十分情報共有されていないところ

があるので、持ち帰って協議したい。 

佐藤）本邦研修の成果であるインドネシア側の政策提言について日本側は非常に高く評価し

ている。 

塚本）M/M 案について是非確認していただき、明日の協議では、修正点についてインドネシ

ア側意見を出していただきたい。プロジェクト・ダイレクター、マネージャーを確認して

いただきたい。 

田中）日本ではボトム・アップを重視している。是非、アンディ判事やアグン調査官らのご

意見を直接聞いていただきたい。 
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＜第２回 ９月 26 日＞ 

日時 ９月 26 日午前 10 時～午後１時 30 分 

場所 インドネシア最高裁判所 会議室 

 

１．協議出席者 

（1）日本側 佐藤、田中、塚本、河田（通訳）、山西（JICA インドネシア事務所企画調査員。

河田氏後任予定） 

（2）インドネシア側 

・マリアナ最高裁副長官 

・パウルス最高裁判事 

・サントサ氏（Mas Achmad Santosa。IICT 役員。UNDP プロジェクト顧問。最高裁司法改革

チームのメンバー） 

・アディ最高裁判事 

・ハリフィン最高裁民事部長 

・アンディ判事 

・アグン最高裁調査官 

・エリ最高裁調査官（Ely Mariani：女性。元本邦研修員） 

・ニサ最高裁司法改革チーム専門員（Nisa Istiani、 SH.MLI：若い女性） 

２．協議結果概要 

マリアナ）今日のメンバーは、今後の協議にずっと参加する。日本側から何か話があるか。 

佐藤）昨日の協議後のインドネシア側の協議結果を伺いたい。 

マリアナ）一種のブレーンストーミングを行った。本プロジェクトが３年間の研修の成果であ

ることをパウルス判事（本邦未参加）・アディ判事（参加がかなり前）らに説明した結果、

本プロジェクトの必要性につき合意した。今日は、スバギオ総務部長は欠席だが、インドネ

シア最高裁としても費用を節約できる調停の促進を歓迎する。最高裁として、このプロジェ

クトを歓迎しているし、２年間で成果を出すことを期待している。 

今日は、改革チームのスティアリング・コミッティーの長であるパウルス判事と委員であ

るサントサ氏に出席していただいているので、意見を聞きたい。 

（パウルス判事が、サントサ氏に話すように指示） 

サントサ）私は改革チームの一員として３年間支援してきた。その一つに調停があり、規則作

成・調停人の研修（裁判官、裁判官以外両方）・４パイロット・コートにおける調停実施につ

いても支援してきた。 

マリアナ・パウルス判事の指示のもと、調停の潜在性の重要性に留意しながら、既存の調

停の仕組みをより改善して完全にすることを企図して改正規則のブループリントをつくる

つもりでプロジェクトの計画を立てたい。 

ブループリントでは、裁判上の調停が活用されにくかった理由について、人材育成の不十

分、広報の不十分、調停人になるインセンティブが低かったこと（裁判官が調停人になるメ

リットがない）、調停室等のインフラがなかったことがある。これらにつき、ブループリン

トに含んで関係者とともに改善していくことの一助となりたい。 

パウルス）付言することはない。 
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アディ）JICA 案に基本的には合意している。ただし、WG については、判事、IICT、PMN 等

の関係者を巻き込む必要がある。最高裁は直接資金協力を受けられないので、第三者を介し

てほしい。 

現行のインドネシア法制度と整合性があるようにしてほしい。 

Q&A 集についてだが、調停人ガイドラインのようにしてほしい。これをブループリントに 

入れたい。 

調停人の Trainers Training には賛成である。 

マリアナ）プロジェクト計画案には賛成である。もともと本邦研修員から出た政策提言案に基 

づくものであるが、これをインドネシア最高裁として推進するつもりである。 

WG も今すぐ設置するつもりである。 

佐藤）非常にうれしく感じている。インドネシア側プロポーザルを JICA が高く評価して提案

したものであるので、合意が得られてうれしい。サントサ氏のブループリントの活動とプロ

ジェクトとの関係については要整理であるが、是非協力させていただきたい。アディ判事の

コメントも我々が考えていることと同じである。関係者を広く巻き込む必要があると考えて

いる。Q&A 集も、ガイドラインとするかどうか、真に規則を広く正しく理解してもらえるよ

うな解説書をつくるという趣旨であるから、どういう形がふさわしいかについては、プロジ

ェクトの中で協議していきたい。 

（マリアナ→パウルス ブループリントについての説明を求める。） 

パウルス）プロジェクトの大枠を決めるべき。規則改正にとどまるのか、ブループリントとは、

調停制度全体の改善を含むが、内容は WG が決めるべきことであるが。 

サントサ）以前は最高裁規則を拙速につくり、すぐ調停人養成を始めた。今度は、より長期的

計画のもとで包括的にシステマティックにブループリントをつくってやりたい。マリアナ副

長官から IICT に依頼して作成されたブループリント案が理想的だと思っている。 

マリアナ）改正前も現規則は有効であるから、調停人養成は継続する。 

  ブループリントを最高裁意思決定として作成する。これを JICA プロジェクト実施前に済

ませる。 

アディ）最高裁規則ですぐ変更すべき点を改正し、ブループリントをつくり、それから全体的

な改正案をつくればいいんじゃないか。 

サントサ）選択肢の問題だと思っている。これまで 40 コースの研修をしてきたが、そこでの

FAQ として、規則の解釈と調停技術の２種類についてあった。したがって、改正すべき点は

既にほとんど集約されていると思っている。何度も改正する必要はない。 

マリアナ）ここで、日本側の意見を聞きたい。今回の規則改正は、小規模なものではなく、実

質的改善をしたい。そこに日本での研修の成果を取り入れたい。 

田中）規則改正は１回が望ましいと考える。改正すべき点は、研修参加の判事らの意見でほぼ

明確である。IICT の研修でも明確化されていると思う。例えば調停期間が短い、最初の１回

ではなく訴訟の中間段階でもっと機会が多いほうがよいなどである。しかし、訴訟期間が提

訴から判決まで６か月以内という制約の中で調停期間をどのように設定すべきか直ちに決め

がたいであろう。また、アンディ判事のような優秀な判事であれば調停の機会を完全に判事

の裁量に任せてもよいかもしれないが、地方の実情を考慮すれば規則で明確化すべきかもし

れない。WG では、そういう点をよく検討してもらいたいし、ユーザーである弁護士の意見
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もよく聞いてもらいたい。したがって、十分な協議を経たうえで一度でまとめて改正すべき

である。 

  調停人養成研修には、規則の解説と調停技術の両面がある。規則改正前でも、調停技術に

関する研修はできるので、調停人養成に関する活動もプロジェクトの初期から開始すべきと

考えている。 

  そういう意味では、IICT で用意されたブループリント案と JICA 案とは重なる部分も多い

と思う。 

塚本）予算面に関する説明。本邦研修は年１回で、規則改正・調停人養成・広報の３コンポー

ネントに集中する必要があると考えており、その他に広げるのは困難。ブループリントは、

やや広範にすぎ、長期専門家１名では対応しきれないと考える。 

佐藤）FAQ のためのワークショップ等をする余裕はない。JICA 案は、本邦研修３回の成果で

あり、既にかなりの調査を経たものと考えている。 

アディ）予算も限られているということであれば、JICA 案を縮小してもよいくらいではないか。

WG を設置し、日本の専門家とともに、規則改正に集中する。それに３～６か月。その後は

広報活動に使えばどうか。 

マリアナ）本規則改正は、インドネシアで問題だと思われていることに答えるだけではなく、

日本で得られた新しい知見を入れたい。例：和解、調停委員など。その点で、改正作業の日

程を６か月以内などと限定したくない。日本での研修の成果をもっと入れたいのだ。WG の

メンバーとよく調査・協議したい。 

サントサ）日本側はブループリントには関心がないと言っている。なぜなら、既に現行調停の

問題点は既に洗い出されていると言っている。しかし、学術的な検証を経ていない。また、

比較文化的検討が必要ではないか。JICA 案の３コンポーネントに含まれないとしても、少な

くとも、アクション・プランの作成は必要ではないか。すなわち、問題点の診断分析が必要

である。 

マリアナ）マスタープランの成果案については、賛成している。日本での研修では、インドネ

シアで調停がうまくいかない、知られていないという原因はあまり考えていなかった。確か

に文化的研究も必要かもしれない。JICA プロジェクトでカバーできないのであれば、他ドナ

ーに頼んで研究してもよい。 

田中）日本の考え方を説明。 

ハリフィン）間をとってはどうか。我々全員、現行規則を改正する必要があるということであ

る。最初の６か月で問題分析、次に規則改正、次…と分けてはどうか。 

マリアナ）ブループリント、アクション・プラン等の作成は、日本人専門家が来る前にインド

ネシア側でやっておく。JICA 案については、JICA 案どおりやってもらいたい。 

明日までに WG の名簿をつくりたい。 

河田）長官令の形にできますか。調査団がいる間に。 

マリアナ）できる。JICA 側投入について詳しく説明してほしい。 

塚本）（概要説明のうえ）これ以上は出せない。 

アディ）第三者をどう関与させるか。プロジェクト・マネージャーをどうするか。最高裁が直

接資金供与を受けられない点をどうすべきか。レポートの取りまとめ作業等は本業があるの

でできない。そういう作業を誰にさせるのか。 
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マリアナ）プロジェクト・ダイレクターはハリフィン民事部長（最高裁副長官 Deputy Chief 
Justice）が良い。 

  プロジェクト・マネージャーに最高裁以外の第三者が良い。ベンチ・ブック作成時と同様

にしたい。この両者を分けているのは、JICA もそこがわかっているからではないか。 

佐藤）プロジェクト・マネージャーは、最高裁の WG の議長であり、改正規則案を取りまとめ

る人物。プロジェクト・ダイレクターは、プロジェクトの最終責任者でプロジェクトの作業

をオーソライズする人物。プロジェクト・マネージャーのもとに、アディ判事が指摘された

ロジをする人間は必要。 

アディ）じゃ、ロジは誰がやるの？ WG は、いつ、どこで、誰の資金で会議をして、そのレ

ポートを取りまとめるのは誰がやるの？ 

マリアナ）プロジェクト・マネージャーには、サントサやウィウィックがいいと思っていたが、

それぞれ UNDP、LDF から資金を得ているので駄目、ということですね。 

河田）ANNEX IV の４項目秘書は？ 

マリアナ）無理。最高裁は今でも人手不足。JICA で秘書を付けてもらいたい。PMN から人を

出させたらどうか。長期専門家の部屋は、ウィウィックらと共有する。終日そこで作業をす

るのは狭すぎるだろう。汚職裁判所の部屋の一部を確保することは可能。ここから渋滞がな

ければ車で 30 分くらい。 

佐藤）部屋について：長期専門家が最高裁に常駐が無理でも、来たときに使える部屋を確保し

てもらいたい。 

  秘書について：長期専門家の専属秘書が無理でも、プロジェクト・マネージャーのもとで

長期専門家がいつでも連絡・面談できるコンタクト・パースンを指名してもらいたい。 

マリアナ）コンタクト・パースンはウィウィックを指名する。 

ニサ）JICA に部屋を渡すと、他のドナーもほしいと言い出すと困るのではないか。（インドネ

シア側は誰も賛同せず。）* 

佐藤）WG の作業は、最高裁の会議室を使わせてもらいたい。長期専門家が最高裁に来るのは、

そのときが中心となる。WG の会議の開催頻度のイメージは？ 

ハリフィン）１か月２回でよい。部屋も最高裁会議室を使ってよい。 

田中）WG の作業時間帯のイメージは？ それぞれ本業があるので夕方や休日になる可能性が

あると思うが。 

マリアナ）予算面：2007 年度予算はもう提出済みなので、最高裁 C/P は 2007 年度１月１日か

ら年末までの予算は手当てできない。2008 年度からはプロジェクト予算を手当できる。 

  WG のメンバーとして、判事以外も必要だと思う。それを JICA が入れてよいという意見で

あれば、彼らの参加費用は最高裁は負担できない。JICA が負担するか。 

塚本）日当・宿泊費用は払わないのが原則である。 

マリアナ）裁判官はもらえないのはわかっている。 

                                                        
＊ あとで確認したところ、司法改革チームとしてウィウィックとニサが使用している最高裁１階の部屋は、確かに狭く、合計

８畳くらいのスペースを棚で２つに区切り、一方は壁際に執務机３個、パソコン、ミニプリンター兼ファックスを設置して両

名で使用し、他方には大きめのテーブルを置いて小会議・作業ができるようになっている。当職らが訪問した９月 29 日には、

法廷モニタリングのボランティアの若者６～７名がテーブルでモニタリング結果整理の作業中であった。これではウィウィッ

クとニサがドナーの専門家と自室を共有するのを嫌がるのも無理はないと思われる。河田氏の説明では、前の他ドナーの専門

家は、この部屋にしばしば居たそうであるから、WG 開催日にはこのテーブル側に来て準備作業等をすることは可能であるし、

この部屋の電話・コピー機・FAX 等も使用可能である（ニサに確認済み）。 
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塚本）その他について、例外的に考慮することは可能である。しかし、現地業務費の限界があ

るので、他のプロジェクトとの比較のもとに考えたい。 

マリアナ）大学の学者等の参加者については日当が出るという理解でよいか。PO 案のワーク

ショップの費用は JICA 持ちか。 

塚本）はい。 

田中）WG のメンバーは、規則改正グループと調停人養成研修グループと２種類あることに留

意されたい。重なる部分もあるが、違う人も必要。また、各グループには中心メンバーとリ

ソース・パースンの２種類がある。 

マリアナ）了解。 

パウルス）（マスタープランについての形式面の質問） 

河田）JICA の標準的な形式に沿ったものであることを説明→了解。 

マリアナ）インドネシア側の予算は厳しいことを理解してもらいたい。特に 2007 年度は現金の

コストシェアはできない。 

河田）会議室の提供等もコストシェアの一環であるので、協力願いたい。 

マリアナ）JICA 案のデータがほしい。→了解。 

塚本）変更箇所は ANNEX IV が中心。→了解。 

田中）マスタープラン案の活動案の細目について確認してほしい。変更の提案はあるか。 

サントサ）1-1 と 1-2 の間にワークショップを入れてほしい。参加者は全本邦研修参加者、IICT
の講師ら。最低２回。 

  “1-4 Conduct WS to solicit input from wider stakeholders.” 
  長期専門家派遣を早めてもらい、ワークショップを早期に一度開催することはできないか。 

佐藤）長期専門家はこれから公募するため、選任後、弁護士が仕事を片付けて派遣準備をする

ためにも時間は必要。良い人を選ぶのは拙速では無理。 

田中）長期専門家派遣前に WG が問題点を整理する作業は是非お願いしたい。着任次第早期に

ワークショップ開催することは可能。 

塚本）案は良いが、ロジ面が大変ではないか。 

佐藤）着任直後は無理だろう。準備段階から良い短期専門家の選任作業は進めるので、各活動

を同時並行的に準備していくことを期待している。 

マリアナ）それでよい。費用は JICA 持ちですね。 

 

（河田→調査団：例年年度末に向けて余裕がでるインドネシア事務所予算で対応可能なはず。） 

塚本） はい。 

マリアナ）2008 年度はできるだけ予算をつけるにしても、どういう費用が必要かを言ってくれ

たら、スバギオ総務部長に提出しておく。 

サントサ）インドネシア最高裁が長期・短期専門家に条件を付けてよいか。長期専門家は弁護

士になるだろうが、短期専門家については、草野判事のような退職裁判官や、調停委員経験

のある弁護士に来てもらいたい。 

佐藤・田中）我々も同じ意見である。そのように努力したい。 

佐藤）いくつかの田中質問案に未回答の点もある。JICA 案も訂正する必要がある。木曜日には

再協議が必要なので、木曜日の署名を目指したいが、金曜日に署名だけのための短時間いた
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だくことは可能か。 

マリアナ）了解した。未回答の点とは？ 

田中）最高裁規則改正手続概要。全国地裁所長会議の承認が必要か。それによって PO 案も改

正する必要がある。 

マリアナ）規則改正案作成のための WG を設置する。法調査開発部に提出して決裁を得る。次

に、最高裁の裁判官会議（役付 12 人のみ）での承認を得る。前回消費者保護の規則を作成し

たときは、４か月かかった。 

  全国地裁所長会議は年１回９月のみ。 

田中）宗教裁判所・商業裁判所でも使える規則にするつもりか、それとも通常裁判所だけの規

則とするつもりか。2003 年 23 規則はワン・ルーフ化前だったので、通常裁判所のみだった

が。 

マリアナ）現規則のままでも、宗教裁判所でも適用可能。新規則は当然適用可能。ただし、ア

チェのシャリア裁判所だけは別なので、シャリア担当の最高裁判事に要相談。 

田中）成果物である研修教材等を他の関係者とシェアすることは問題ないか。 

全員）問題ない。 

田中）長期専門家がインドネシアの裁判の実情についてよく理解できるように、図書室や裁判

例にアクセスできることを保証してもらいたい。 

マリアナ）了解。 

田中）質問は以上です。 

マリアナ）ありがとうございました。 

（日本側退室。その後、インドネシア側出席者で小一時間協議し、プロジェクト・マネージャー、

WG メンバーを決定。） 
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＜第３回 ９月 28 日＞ 

日時 ９月 28 日午前 10 時～午後１時 

場所 インドネシア最高裁判所 会議室 

 

１．協議出席者 

（1）日本側 佐藤、田中、塚本、河田（通訳） 

（2）インドネシア側  

・マリアナ最高裁副長官（急用のため遅刻。警察の高官が最高裁長官を表敬するのに同席。

11 過ぎころ登場） 

・パウルス最高裁判事 

・ハリフィン最高裁民事部長 

・アディ最高裁判事 

・アンディ判事 

・アグン最高裁調査官 

・エリ最高裁調査官 

・ニサ最高裁司法改革チーム専門員 

２．協議結果概要 

パウルス）マリアナを待つ間に質問したいことがある。 

 WG の名前を決めたので、マリアナ副長官かあとで発表する。 

 質問は、スバギオ総務部長から。 

スバギオ）確認したいことは、最高裁内部の者で WG メンバーになっているものの費用は JICA
が負担しないのは本当か。 

塚本） 最高裁内部の者については JICA は負担しない。費用が負担されるのは外部の者だけ

である。 

スバギオ）それでは困難がある。WG の裁判官の費用をインドネシア最高裁の予算から負担で

きない。 

塚本）通常執務時間内の作業については、裁判官は、給料があるはず。時間外になれば、多少

の日当の支払は考えられる。また、ワーキンググループのための交通費等の実費についての

支給も可能。 

スバギオ）勤務時間内であっても、通常業務以外の業務を行うのだから、日当が必要と考えて

いる。 

塚本）このプロジェクトの作業は、最高裁自身の業務であるから、JICA は負担できない。 

スバギオ→パウルス報告）業務時間外なら裁判官分も費用負担可能とのこと。したがって、こ

の WG の作業は、業務時間外にしたらどうか。 

塚本）業務時間外でも日当が払えるとは約束はできない。 

アディ）IICT のファタヒラは、来年１月からオーストラリアに１～２年長期留学予定と今朝連

絡があった。プロジェクト・マネージャーとして彼を使うことはできない。IICT から他の者

を選ぶかどうか要検討。 

インドネシア側内部で協議）WG の活動に費用がかかるし、報告書の作成も必要。それを IICT に

やらせようと思っていたができないのであればどうすべきか。 
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パウルス）今日 M/M の署名はしたいと考えているが、そのロジ面については、JICA と後日詳

しい協議ができるか。 

佐藤）長期専門家が来たときに、彼が誰と連絡して WG の活動をどう進めるかについて話し合

う必要がある。それは M/M 署名前に協議すべき。 

塚本）ロジの責任者は、最高裁内部の問題。それが決まらないと本来は JICA の方針としては

署名はできない。 

パウルス）最高裁側からロジのメカニズムに関するプロポーザルを出して議論したらどうか。 

スバギオ）長期専門家の TOR の中には、ロジを含むのか。 

塚本）含まれない。 

パウルス）JICA 案の Attached Document６のインドネシア最高裁側の提供すべきもののチェッ

クをスバギオに確認したい。 

スバギオ）B）建物・施設の利用供与 問題ない。 

C）JICA 側が提供しない設備・装置等の利用供与  

パウルス）ANNEX  IV について。 

プロジェクト・ダイレクターは、ハリフィン最高裁判事民事部長 

プロジェクト・マネージャーは、IICT から誰か出させる。  

プロジェクト・コーディネーター アディ最高裁判事 

副プロジェクト・コーディネーター ウィウィック 

秘書 ニサ専門員、ウィウィック専門員 

WG アブドゥルラフマン最高裁判事 

アチャ・サンジャジャ最高裁判事 

アグン最高裁調査官 

スパンディ司法研修所長 

アンディ判事・南ジャカルタ地裁所長 

スハディ判事・ダンケラン地裁所長 

エリ最高裁調査官 

アルタ判事・バンドン地裁 

デヴィ判事 

ワヒド法務人権省（元本邦研修員） 

ムアリミン法務人権省（元本邦研修員） 

ルトフィ・ヤジド弁護士 

トニ・ブディ・ジャヤ弁護士 

フィルマンシャ弁護士 

アーメド（PMN 所長） 

パウルス）この WG では、まず規則を改正し、次に養成研修について作業する予定である。作

業は常にこの全体でやるイメージ。 

ハリフィン）規則改正には６か月、研修については長くかかると考える。 

佐藤）コーディネーターの役割は何ですか。 

アディ）意思決定者ではないが、WG で得られた情報を取りまとめ、規則であれば改正の取捨

選択をして規則を最終的にまとめ上げていく人である。意思決定者に提出するためのフィル
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ターになる。副コーディネーターが、ロジの取りまとめをする人である。 

佐藤）我々の Wording が悪かったと思っているが、我々が“Project Manager”にしていたのは、

まさに今、仰ったプロジェクト・コーディネーターの役割である。そうであれば、“Project 
Manager”を「プロジェクト・コーディネーター」に変更し、IICT の方にやってもらおうと

考えているようなプロジェクト・マネージャーの役割（ロジの責任者）は、M/M に記載しな

くていいくらいである。 

ハリフィン）そうであっても、呼出係などの雑務をする者を明示しておきたい。 

佐藤）ロジ担当者を明記するのであれば、WG の下に、「ロジ担当」として追記すればよいと考

える。（塚本氏も了解） 

ハリフィン）いや、プロジェクト・マネージャーは、ロジだけでなく、呼出権限があるので、

WG より上であるし、WG の議論を取りまとめて報告書の作成もするので中身もわかってい

なければならない。 

（田中→日本側のみ つまり、プロジェクト・マネージャーとは、本邦研修で私がやるような

役割ではないか。とすれば、かなり重要なロジをさせるイメージでインドネシア側がこだわ

るのも理解できる。日本側意見一致） 

アディ）では、ファタヒラが留学してしまうのであれば彼をロジ担当にしておいて、プロジェ

クト・マネージャーを PMN の Ahmed にすればいいのではないか（アグン調査官が携帯電話

で本人に確認。Ahmed 氏は希望）。 

パウルス）ベンチブックの時の例を出して提案 

ニサ）改革チームのメンバーが特定のプロジェクトの中に入るのは問題ではないか。 

河田）ベンチブックの時だってパウルス判事もニサも入っていたではないか（ニサの発言は常

に JICA 案に対して否定的なため、毎回反論。要注意である。） 

（11：15 マリアナ副長官登場。パウルス判事からこれまでの議論を報告。） 

マリアナ）必要があれば改革チームメンバーも特定のプロジェクトに入るし、不要であれば入

らない。個別に考えればよい。 

パウルス）コーディネーターのアディ、ウィウィックは、WG の中に入る。WG の中で誰がコ

ーディネーターになるかは後で決める。ウィウィックはセクレタリーのほうにだけ名前を入

れる。 

  ニサが以前 LDFから給料をもらいながら USAIDに引き抜かれそうになったことがあった。

JICA の場合は問題ないですね。 

田中）WG の長はどなたですか。 

パウルス）コーディネーターの肩書きのままで、アディ判事がなる。 

河田→日本側説明）インドネシア語で長官令案が提示されているので、この中に JICA 側の名

前が入っていないので入れてもらう必要がある。これを ANNEXX にすればよい。 

河田）JICA の専門家の名前を長官令案に入れてくれ。 

マリアナ）入れなさい。 

パウルス）長官令案の訂正点を確認。（当初、スティアリング・コミッティーとプロジェクト・

ダイレクターの間に入れようとする） 

ニサ）JICA の専門家の名前はもっと下に入れるべき。（JICA 側はプロジェクト・ダイレクター

の下に変更することになる） 
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マリアナ）長官令の名前・分類につき詳細指示→アグン調査官がドラフトを訂正。 

ニサ）マスタープランの修正点につき指摘。 

佐藤）了解。 

河田）これ以後の進行予定の確認：今日は、修正点を手書きで書いて、仮署名しておく。明日、

清書版に正式署名する。→相互了解。 

塚本）修正すべき点について説明しますので確認してください。 

 Attached Document IV、２ の記載についてどうするか。 

マリアナ）ファタヒラの名前を消しましょう。→了解 

塚本）マスタープランの修正提案の説明（5-2 を improve に。6-1-5 を wider stakeholders に。6-2-4

を and others に。）。→了解。これに従って PDM 案等を変更する。 

佐藤）PO 案の修正点の説明。→了解。 

田中）ワークショップ時期については、佐藤が言ったとおり、日本から短期専門家を招いて実

施したい。短期専門家としては、退職裁判官の草野・稲葉教授らを想定している。その場合、

日本の大学教授が海外に行けるのは、休暇時期である８月と１月が最も可能性が高いので、

このような時期設定にしている。それ以外の時期だと遠隔セミナー形式になってしまう。ま

た、本邦研修の時期については、年１回であり、最初と二度目のワークショップの間で、改

正ドラフトがある程度できた段階で、それを日本語に翻訳して集中的な協議等を行う必要が

ある。 

佐藤）2-4 の一環として、短期専門家を呼んで Trainers of Training のための集中的なミニワーク

ショップができるとよいと考えている。そして、3-2 のワークショップをプロジェクトの最

終段階でやりたい。ただし、これは、プロジェクトの進行によって変更可能である。 

マリアナ）規則改正は６か月で進めたいと考えている。進行が早まった場合は、研修・広報を

長くやってほしい。→了解。 

アグン）ファタヒラに確認すると、オーストラリアに留学するのをやめてこのプロジェクトに

参加すると（電話で）言ってきた。 

塚本）手書き版作成。→アグン調査官がコピー。 

佐藤）山西企画調査員（JICA インドネシア事務所）も入れておいてもらいたい。 

マリアナ）ベンチブックのときの河田さんみたいなものか。 

ニサ）長期専門家の望ましいクライテリアを述べておきたい。 

 法律のバック・グラウンドがあること。 

 調停委員の経験があること。 

 インドネシア語ができること、できなければ通訳を用意すること。 

 職業専門性が高く、コミュニケーション能力が高いこと。 

 日本の調停制度について十分な説明ができること。 

佐藤）調停委員経験というのは、シニアが多いので、難しいと思うが、調停を利用した経験が

十分ある人を探す予定であるし、できる限り有能な専門家を選びたい。 

マリアナ）ワークショップを開催するときの通訳には呼子さんをお願いしたい。 

佐藤）手書き版最終チェック→ハリフィン民事部長の版にも反映。 

 ANNEX Ⅲの PDM 案については、修正点が多すぎるので今日は外し、明日は改訂版を添付

する。 
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マリアナ・ハリフィン・パウルス・アグン・佐藤・河田で最終手書き版と長官令案（肩書き入

り）の最終確認。 

佐藤・ハリフィン）２通に仮署名 

（改訂版の清書版は、JICA が準備する） 

マリアナ）明日の本書名は午前 10 時 30 分に。 
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＜第４回 ９月 29 日＞ 

日時 ９月 29 日午前 10 時 30 分～午前 11 時 

場所 インドネシア最高裁判所 会議室 

 

１．協議出席者 

（1）日本側 佐藤、田中、塚本、河田（通訳） 

（2）インドネシア側  

・マリアナ最高裁副長官 

・パウルス最高裁判事（改革チーム長） 

・ハリフィン最高裁民事部長 

・スバギオ最高裁総務部長 

・アグン最高裁調査官 

・アンディ判事 

・ニサ最高裁司法改革チーム専門員 

２．協議結果概要 

マリアナ）バギル・マナン長官に同席していただきたかったが、所用のため欠席。 

（アグン調査官が長官令を持参するのを 10:55 まで待つ） 

河田）（待ち時間を利用してアチェ被災民のための遠隔セミナーの修了者へのサーティフィケ

イトを用意してマリアナ副長官に説明したが難航） 

塚本）M/M２通提示。インドネシア側でチェック。パウルス・ハリフィン・ニサがチェックし

ていた。 

アグン）長官令持参。 

河田）長官令チェック。修正すべき点：①JICA 山西企画調査員の名前に（JICA）が抜けていた

こと、②ウィウィック・ニサ・サントサ・ファタヒラの役職名が抜けていたこと、③方針決

定委員会（Commissi）→方針決定者（Commissi 削除）に訂正すべきとインドネシア側が言っ

ていたのが訂正されていなかったので。 

アグン）修正のため退室。 

ニサ）長官は会議中のため長官令の訂正は今は無理。（退室） 

（11：25 アグンとニサ、長官令案改訂版持参。河田氏チェック） 

→ 双方誤りのないことを確認の上、佐藤とハリフィン民事部長とが M/M２通に各署名。 

３．その他 

田中が、各参加者を記念撮影。要注意人物リスト作成のため。 
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第１回：日時 ９月 25 日午後５時 30 分～６時 

第２回：日時 ９月 29 日午前９時 30 分～10 時    

面談者 

（1）調査団側 佐藤，田中，塚本 

（2）事務所側 第１回 加藤所長、河田企画調査員、山西企画調査員 

        第２回 花里次長、河田企画調査員、山西企画調査員 

  

第１回協議概要 

 １．佐藤団長から案件概要と調査方針について説明 

 ２．加藤所長からコメント 

・インドネシアでは、投資に関する法律整備が不十分であり、ここ４～５年間の重点事項

となっている。投資環境の改善という点では特に商業裁判所が関係する。警察や検察は手

をつけているものの裁判所については改革がうまくいかず、EU やオーストラリアも悩んで

いるところである。 

・司法改革についてはインドネシア側は法律ができれば改革は終わりとする傾向にあるが、

ドナー側はその後の運用が問題と考えている。インドネシアは新しいもの好きであり、規

則をつくればそれで満足してしまう。運用・維持が苦手である。 

⇒佐藤）本プロジェクトでは、運用についてのコミットメントをインドネシア側からとり

たい。 

・シャリア法の適用について気になる。 

⇒田中）調停はイスラム法とも合致する。 

・インドネシア語がわかるとよい。内部での会議は途中からインドネシア語となる。日常生

活でも必要あり、JICA 事務所でも研修を行っているので受けてもらえるとよい。 

⇒佐藤）残念ながらインドネシア語が話せる者は見つからないと思う。研修を受けるよう

に伝えておきたい。 

 

第２回協議概要 

１．調査団側から調査結果を報告 

２．花里次長からコメント 

・このプロジェクトの活動はどのようなものか、成果として何かできるかについては、プロ

の皆様の判断に委ねたい。ただ、インドネシアではインドネシア語が操れないと突っ込ん

で議論できず意思疎通に支障をきたしがちである。 

⇒田中）ベトナム、ラオス、カンボジアでも同様の状況で活動を行ってきており、その点

はあまり心配していない。 

・最高裁は、JICA の技術協力のカウンターパートとしてはフレッシュな存在である。専門家

がそのような最高裁を相手にどのように活動を行っていくかが課題である。 

⇒田中）マリアナ最高裁副長官をはじめ本邦研修受講者の多くがカウンターパートとなり、

本プロジェクトが始まる前の蓄積がある点はプラスの側面である。 

・司法支援の分野では、本プロジェクトがラストチャンスと位置づけている。 

⇒田中）規則改正についてスケジュールを設定している。このプロジェクトを２年間やっ

２－２．JICA 事務所訪問議事録(９月 25 日，29 日) 
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て成果があれば今後の展望も開けるのではないか。研修などを通じて WG のメンバーとの

間に既に信頼関係ができあがっているところが他のドナーとの違いである。 

・専門家のめどはついているのか。 

⇒佐藤）日弁連の中でも若い人が国際協力に手を挙げ始めている。弁護士はクライアント

の関係で短期より長期の方が国際協力に参加しやすいのが実態。 

・インドネシアでは民族性として組織内部に入りにくい土壌があり、アドバイザー型の専門

家派遣は難しい。今回、調査団が来たことで先方にもプレッシャーにもなったと思う。 

⇒田中）プロジェクト開始まで間があるので、月に一度くらいは事務所から WG に進捗の

報告を求めてほしい。 

⇒花里）モニターして先方にプレッシャーをかけるのは必要であろう。 
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日時 ９月 25 日午後２時 30 分～４時 20 分 

場所 LDF 
 

１．面談者 

（1）日本側 佐藤、田中、塚本、河田 

（2）LDF＝AusAID 側 Stewart Fenwick（チームリーダー）他１名 

２． 協議概要 

（1）Fenwick 氏から AusAID 活動概要説明 

・メディエーションに関しては、IICT のサポートを行っている。ワークショップやキャパシ

ティービルディングを IICT を活用して行っている。 

・シャリア裁判所から６名、地裁から６名の裁判官に対し、11 月から研修を始める。 

・IICT が既に現行制度の問題点を指摘して改善を提言したが、インドネシア最高裁側に拒否

された。 

・JICA 案は AusAID が指向しているところと似た点がある。 

・マリアナ副長官から、全国の 600 人の裁判官を対象とする調停人養成研修を実施してほし

いといわれたが、不可能。 

・豪が宗教裁判所を支援しているのは、IT 等のマネージメント面で、調停手続の実務はあま

り関与していない。 

・アチェのシャリア法廷裁判官に対し ADR の Trainers of Training を開始したところ：AusAID
→IDLO→IICT ファンディングとなる。  

・メディエーションについて、どのように人々に知らしめるかが課題である。過去２年間、

国民向けの広報活動は聞いたことがない。 

・インドネシアでは、アダット・リーダーによるインフォーマル解決が好まれる。 

・IICT で作成した絵本のようなメディエーションの説明書を 1,000 部配布したが、効果は不

明。 

・法学教育の中にメディエーションの考えを取り込んでいくのは時間がかかるが効果的であ

る。 

・メディエーションのための部屋など施設面の整備も重要。 

（2）質疑応答 

田中）調停人養成を通常裁判所のみとするか、宗教裁判所も含むべきかどのように考えるか。 

スチュワート）宗教裁判所は通常の裁判所と手続きが異なる。商業事件の場合も手続きが異

なる。一概に広げるのはいかがか。 

以 上 

２－３．LDF=AusAID との協議議事録（９月 25 日） 
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日時 ９月 25 日午後３時 45 分～  

場所 EU 

 

１．面談者 

（1）日本側 佐藤、塚本、田中、河田 

（2）EU 側 RONAN 一等書記官、Karoly プロジェクトマネージャー（グッドガバナンス担当） 

２．協議概要 

（1）RONAN 氏から EU 活動概要説明 

 ・グッドガバナンスに関しては、2003 年にプロジェクトを開始した。しかしながら実際に動

くのに１年半遅れた。それはインドネシア側のミスマネジメントが原因である。現在、イ

ンドネシア側とのファイナンス・アグリーメントが遅れており、このままでは、せっかく

供与する資金が失われる可能性がある。2006 年 12 月がデッドラインであり、最高裁に圧

力をかけているが未だ動かない。最高裁にオーナーシップを期待してはいけないというの

があなたがたに伝えたい教訓の第一である。インドネシアでは、内容の合意よりもマネジ

メント面のほうが難しい。 

教訓の第２は、最高裁とのレターのやりとりを行っても信用できないということである。 

・技術協力は、最高裁の官僚的な形式主義により取り止めとなった。 

・今後、ガバナンス分野では、商業裁判所、正義へのアクセス、警察の分野の協力を重視し

ている。ADR については含まれていないが、除外もしておらずオープンである。ADR で

は裁判外の ADR（特に商業裁判所）に焦点を当てている。 

・JICA のプロジェクトは、我々が行っている司法官などに対する研修と補完関係にあると思

われる。 

（2）質疑応答 

佐藤）広報活動について協力してほしい。 

RONAN）それは資金を共同で拠出してほしいということか。 

佐藤）そうではない。広報活動自体の協力である。 

塚本）インドネシアの裁判官の能力・態度をどう評価するか。 

RONAN）一般的に自己の利益を考えて行動すると評価する。市民の利益というよりも自分

がどう立ち回るか、法を自分そして自分の組織を守るためと考えている。だからこそ研修

が必要である。 

田中）JICA の専門家が来たら、あなた方の活動とコーディネーションを図る必要がある。 

RONAN）確約はできないが、協力をしたい。ドアは常に開いている。 

  

２－４．EU との協議議事録（９月 25 日） 
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日時 ９月 26 日午後２時 30 分～ 

場所 PMN オフィス 
 

１．面談者；Ahmad Fahmi Shahab; Executive Director 
        Raymond Lee; Mediation Instructor  

２．協議概要 

（1）佐藤団長より JICA プロジェクトの概要を説明 

（2）Shahab 氏より、PMN の活動について説明 

・判事のための研修をこれまで４回行った。ジャカルタ、西ジャワ、中央ジャワ、東ジャワ

の裁判官が参加した。AusAID がファンドしてくれた。また、ジャカルタ、バンダン、ス

ラバヤにおいてリフレッシュコースを実施した。 

・判事以外の者（約８割は弁護士）を対象に 10 回研修を行った。 

・通常 40 時間のコースであり、終了時にメディエーターとしての認証を与える。最低限９

割の出席が必要で、テストを通過しなければならない。テストは研修終了後に行い研修中

に行っている IICT と異なる。受講者の約７割がテストを通過する。テストは、筆記とシュ

ミレーションである。後者では３人のトレーナーが参加し、受講者を最終的に評価する。

評価はステップごとにチェックポイントを設けて行う。 

・教材は大学等やオーストラリアからの援助により集積を図り、常にアップデートしている。 

・研修場所はホテルのミーティングルームを活用し、宿泊もホテルとしている。５日間のコ

ースで参加料はジャカルタ内で 600 万ルピアくらいである。 

・PMN のトレーナーは全員銀行業務など通常ビジネスに従事している。 

・民間団体なので当然最高裁からは独立している。最高裁は認可しているのみであるが、規

則改正などについては情報を提供したり、協議を行ったりしている。事実 2003 年規則制定

のときは２日間ワークショップを行った。 

・メディエーションについての規則が法律でないのは問題だと考えている。また、判事のイ

ンセンティブが低い。これはメディエーターが介在すれば裏金がもらえなくなること、メ

ディエーションを活用した裁判官が昇進しない実情などの原因による。 

⇒田中）日本では、事件を早く解決した裁判官が良い裁判官とみなされる。 

・弁護士の側にもメディエーションに対するインセンティブが低い。裁判を延ばせばその分

の報酬がもらえるし、また戦術的にもマネージメントしやすくなる。判事と弁護士はある

種結託しており、メディエーションが活用されれば汚職も減ると考えられる。 

・メディエーターが増えないのはお金の問題だけではない。一般の人も含めメディエーター

についての情報がないのが実情。その意味では、メディエーションを社会化し、宣伝して

いくことは賛成。 

・ロジスティクスの問題もあり、地方でのメディエーションが進まない。 

・インドネシアの地方はまだ封建的であり、裁判官より村の有力者のほうが信頼されており、

そちらに相談がいく。つまり裁判所を利用せず別の道を探っている。 

・インドネシアの社会では勝ち負けを好まない。これはムシャワラの影響もある。その意味

ではメディエーションが普及する素地はある。 

・PMN が作成した「メディエーターの役割」は PMN のみ有効である。認証は１年間有効で

２－５．PMN との協議議事録(９月 26 日) 
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あり、違反した場合、ペナルティーが課され資格が一定期間剥奪されることがある。 

（3）質疑応答 

佐藤）ADR 全体の法律化はないのか。 

Shahab）ドラフトをつくっている段階である。今の法律では 1 か条しかなく新しい ADR 法

を考えるべきである。 

佐藤）倫理規定を破ったとき、資格は失効するのか。 

Shahab）失効はないが、一定期間剥奪はある。 

田中）メディエーターに関して、もっと詳細な規定を設けるべきである。 

Shahab）判事やそれ以外も含め、どのような者がふさわしいか、IICT や最高裁と話したこと

がある。 
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日時 ９月 26 日 17 時 20 分～18 時 20 分 

場所 法務人権省立法総局局長の執務室 

 

１．協議 

（1）参加者 

１）日本側 佐藤、塚本、田中、河田 

２）法務人権省側 法務人権省立法総局局長ほか６名 

（2）協議概要 

・（日本）プロジェクト概要の説明。 

・（インドネシア）民事訴訟法（HIR）130 条は裁判上の調停制度を定めているが、現場にお

いては形式的に勧試がなされるだけであり、活用されていない。調停制度の強化は、未済

事件数が減るだけでなく、未来志向の紛争解決であり望ましい解決手段である。 

・（インドネシア）調停制度の改善については、実務的な面に加えて、学術的な研究も必要

だろう。大学等、外部機関の調査も反映する必要があるだろう。 

・（日本）国民の意見を取り入れることについては、最高裁も同様の問題意識をもっている。

本プロジェクト開始早々に、幅広くステークホルダーを集めてワークショップを開催する。

法務人権省からも意見を頂きたい。 

・（インドネシア）国民からパブリックコメントを広く募ることが必要であり、実際にイン

ドネシアの立法過程においては実施している。また、ワークショップはジャカルタだけで

なく地方でも行ったほうがよい。地方の裁判官や弁護士の中には、調停制度の強化に反対

する人もいる。 

・（日本）そのような人たちはどういう理由で反対するのか。 

→（インドネシア）オーストラリアが支援したプロジェクトでも地方の裁判官や弁護士は

反対した。（作成者註・その理由については述べられなかった。） 

・（インドネシア）ADR に関しては、1999 年法律第 30 号のほか、労働法や環境法にも裁判

外の紛争解決手続きの規定がある。理想的には、基本法にあたる ADR 法を策定したい（現

時点では立法計画に盛り込まれていない）。その際は日本の ADR 法が参考になるだろう。 

・（日本）本プロジェクトは最高裁規則の改正だが、法務人権省からの協力を頂きたい。 

・（インドネシア）最高裁規則であっても「法令」の概念に入るし、規則の改正に協力する

ことも法務人権省の業務だと思っている。 

以上 

２－６．法務人権省との協議議事録（９月 26 日） 
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日時 ９月 27 日 午前８時 30 分～10 時半 

場所 IICT オフィス 

 

１．面談者；ファタヒラ所長  

      （日本側；佐藤、田中、塚本、河田） 

２．協議概要 

（1）ファタヒラ所長より IICT のパンフレット・教材・カレンダー・絵本のセットと 40 時間の

カリキュラム例を配布 

（2）佐藤団長より調査団の目的説明 

（3）所長より、IICT の活動について説明 

・IICT は 2002 年に設立されたが、もともと環境関係の紛争に関与していたことがきっかけ

となり、活動を拡大して 2004 年からメディエーションに関する業務を行っている。ADR
を使って紛争を解決することが目的であり、win-win-solution をモットーとしている。通常

１コース 40 時間（５日間×８時間） 

・中央ジャワ裁判所でパイロットプロジェクトを行っており、規則見直しについて最高裁に

進言したこともある。IICT のメンバーが今回の JICA のプロジェクトの WG の一員となる

ことは差し支えない。 

・IICT 独自の倫理規定がある。それは最高裁における技術委員会と相談して決定した。規則

については、最高裁に対し、その抜け道の存在などを指摘している。IICT は、最高裁の承

認を受けた機関である。市民生活における事件を主に扱っているが、ビジネスの事例も忘

れてはいない。 

・受講料は裁判官は無料である。それ以外は、ジャカルタで研修を行う場合は 400 万～500

万ルピアであり、2004 年以来８回行った。ジャワ島の外部では 350 万ルピアであり、2004

年以来 15 回行った。 

・技術協力としては、AusAID の援助を受け、パイロットプロジェクトを実施しているほか、

ニュージーランドと共同してコミュニティメデイエーションを実施している。また、９つ

の village mediation center を設置して研修を行っている。 

・IICT では、40 時間の導入研修で十分ではないことはわかっており、受講者の裁判官らが地

元スラバヤに戻って実地に学んでから Trainers of Training のコースを実施して認証機関と

なれることを目指している。ToT 用の教材は、調停センター（カリマンタン、スマトラ等

の３か所の州に９か所）向けのものは作成中だが未完成である。他の NGO が資金援助・

運営援助・モニタリングしている。 

・裁判所付属の調停のものの教材はまだないが準備したいと考えている。 

・IICT には、講師は内部に９人いるが、うち５人はインドネシア大学の教授などの職を有す

る。外部（元受講生）が３人。講師のうち半分が女性。内部講師のうち２人（トニーとア

レクサンダー）は弁護士（元受講生）、３人は大学の教授で、２人は院生である。 

・受講生が裁判所での調停を受理することはまだ非常に少ないが、ビジネス関係者は、裁判

官を好まない場合があるので、徐々に裁判官以外の調停人を選ぶ人も増えている。 

・パイロット地区（プカンバルン）では、元受講生の調停人は、パッケージ報酬制を導入し、

それによって徐々に顧客を増やしている。 
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・メディエーションのモチベーションの阻害要因としては、タイムチャージでは早期に紛争

を解決しようという意欲がわかないことである。弁護士について成功報酬制は倫理規定に

よって禁止されている。Package Fee System のように、成果や交渉の回数などをもとに総合

的に両者が合意して決定するシステムにすべき。 

・判事以外のメディエーターがメディエーションに使う施設としては公共の施設が多い。も

っとも、レストランやホテルを使うことが多く、ビジネスマンの場合はホテルの場合が多

い。一方で当事者の家は使用しないようにしている。もっともメディエーターの自宅は禁

止されていないし使用した例もある。 

・ 裁判所付属の調停を行う非裁判官の調停人連盟の設立が喫緊に必要。統一倫理規定も必要。

IICT と PMN の間で設立趣意書案を作成したこともあるし、両者の倫理規定は非常に似て

いる。元受講生の間で５つの協会が既にできているが、彼ら自身も統一連盟の必要を感じ

ている。ただし、連盟設立には、内務省（Ministry of Internal Affairs）か法務人権省の承認・

登録が望ましい（許可がなくても公証のみで NPO 法人として設立可能だが、公式によりよ

く見せるためにはあったほうがよい）。 

現在の２認証機関以外に認証機関を増やすことができるかについてマリアナ副長官と１

年前に協議したことがある。例えば、大学などである。ジャワ島以外では特に必要。大学

にはそのような人材がいる。アメリカの ADR に関する教授などもいるし、IICT の元受講生

もいる。しかし、当時、マリアナ副長官は、基本的にはその考え方を支持していると思わ

れたが、「時期尚早。まずこの２認証機関に集中したい。」と回答した。既にスティアリン

グ・コミッティーに認証を要請している機関が他に２つある。もうすぐ認証されるだろう。 

（4）質疑応答 

佐藤）IICT 作成のブループリントについて質問。 

所長）マリアナ副長官から聞いて、規則改正のみならず、彼女の和解・調停制度を取り入れ

たインドネシア調停制度全体の改善案を包括的なブループリントにしたもの。IICT として

は、パイロット・プロジェクト（中央ジャカルタ）を継続したい。 

  サントサ氏は弁護士会との強いコネクションを有しているので、JICA プロジェクトでワ

ークショップを開催するときも重要な関係者を集められるだろう。普通は弁護士はメリッ

トがないと思うプランのワークショップには参加しないので集めるのは難しい。 

田中）JICA のプロジェクトでは長期専門家を次の春から送りたい。IICT とも連携をとって

いきたい。   
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＜南ジャカルタ地方裁判所＞ 

日時 ９月 27 日午前 10 時 45 分～12 時 30 分 

場所 南ジャカルタ地方裁判所 

表敬 アンディ地裁所長室 

 

１．協議 各裁判官・書記官長（女性）との協議 

（1）参加者 

１）日本側 佐藤、田中、塚本、河田 

２）地裁側 アンディ所長、アリャンシャ副所長、リリー書記長(女性)、裁判官 12 名（う

ち、広報担当者１名。新規異動者２名。女性１名。遅刻者３名。） 

（2）アンディ所長挨拶 

   当裁判所は、インドネシアで最も人気のある裁判所です。参加者紹介。 

（3）佐藤 JICA を代表して協議時間を設定していただいたことへの謝礼。 

（4）協議概要 

アンディ）南ジャカルタ裁判所の概況・調停実施状況を説明します。 

現在、当裁判所には、1,300 件以上の民事事件が係属している。当国で最大数である。 

調停は今まで行われてきたが、私が所長として赴任し、日本の研修に参加したこともあ

り、今後一層推進するつもりである。 

７月に本邦研修に行ったときは、調停成立率は６％だった。５月までに 770 件継続、そ

の後 300 件増加。 

日本で得た知見で今後ここで実施していきたい点は、裁判所が一般の人から敬意を受け、

尊敬されていること。その理由は、裁判所が良いサービスを市民に提供しているからであ

る。それが、裁判所の判決が尊重される要因だと感じた。そういうことをここでも実施し

ていきたい。 

我が国では、調停に関する問題はいくつかある。ほぼ本邦研修で話しつくされたが、少

額訴訟も高額訴訟も同じ仕組みで行われ、簡易裁判所がない。文化的にも、当事者が、遺

産相続で完全勝利を求める傾向があるなどの問題がある。 

これらの問題を解決するため、当裁判所では以下の３つを実施している。 

１）サービス向上の精神の涵養。 

２）調停人としての専門性・技術の向上。 

３）裁判官兼調停人を増やす。 

 調停の利用が活発化すれば、当裁判所の能力を最大化して利用可能である。 

＜調停概況＞ 

・利用者は、裁判官の調停人を選ぶことが多い。 

・調停にはこの会議室を使用している。 

・今回の JICA 提案の技術協力を私はよく理解している。過去３年の本邦研修の成果で

あり、３種類の活動である。私がマリアナ副長官から WG のメンバーに選ばれた。昨

日日本側との協議後約１時間協議し、問題点を改訂するだけではなく、日本の制度を

取り入れたいという話があった。 

・規則改正作業において、日本の和解制度の中で参考にしたい点としては以下の５点で

２－８．南ジャカルタ地裁との協議議事録（９月 27 日） 
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ある。 

①裁判官が調停人の主体になれること 

②同じ裁判官が調停人も行うことにより、調停成立率が上がること 

③柔軟性があること 

④対席のみならず、コーカスを取り入れている 

⑤法体系の整合性がある。 

・和解の仕組みを改善するには、一般公衆の意見を聞く必要もある（規則改正は最高裁

の権限であるが）。 

・次に考えているのは、調停技術の向上である。日本の研修で、小久保判事から聞いた

ようなことをこの裁判所でも広げたい。 

・広報の点についても、研修で見た DVD も一般市民にも見せたい。 

・私は２回本邦研修に行って問題点も把握しているので、本プロジェクトを日本が支援

したいと思っているのはよくわかるし、積極的に参加したいと考えている。 

・南ジャカルタ裁判所は、調停のパイロット・コートには選ばれていないが、私は、そ

れらと同等の先進的裁判所として調停を活発化していきたいと考えている。 

・（アンディ判事が他の裁判官らに説明）日本の和解の制度の説明・調停委員会に弁護士

や建築等の専門家が参加して調停を促進する。そういう制度の導入の可能性がある。 

佐藤）謝礼。質問 

・裁判官数 18 人 

・調停人資格（サーティフィケイト）を有する裁判官数４人 

・実質的に調停人として活動しているのはほぼ全員 

田中） 

・多忙ななか、アンディ所長を日本に研修に参加させていただき、ありがとうございました。

皆さんの犠牲と忍耐のもとに所長が日本で研修できたことに心から感謝しています。 

・規則改正は最高裁の権限ですが、最高裁の裁判官は現行規則に基づく実際の調停の経験は

ありません。この規則改正作業で最も重要なことは、現場の地裁で調停を実施している裁

判官の知見を取り入れ、皆さんがより使いやすい規則に改正することです。是非、皆さん

がアンディ所長を通じて WG に貢献してくださることを期待しています。 

・そして、これは、プロジェクト案に明記されているわけではありませんが、私が日本でマ

リアナ副長官に申し上げたことは、裁判官による調停を活発化するためには、裁判官が調

停人になり、調停成立率を上げることが裁判官の昇進につながることだということであり、

マリアナ副長官も昇進制度で考慮したいとおっしゃっていました。 

・本プロジェクトで広報ツールとして調停の DVD を作成し、１階の待合室のテレビで調停

の DVD を見せるなどの活動もできるだろうと非常に期待しています。 

（アンディ→田中の紹介） 

アンディ）マリアナ副長官が昨日強調していたのは、裁判官の昇進の要素として調停の成立率

を入れることである。手当は付かないが。 

（アンディ→他の裁判官に話がないか振る） 

５番目の判事）私が調停した事件の例：医療過誤で、損害賠償請求を保健省と国営病院に

1000 万円請求した。抜歯が原因で死亡した。調停で 400 万円の損害賠償で合意を探ったが、
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被告が合意しようとした場合、原告がまた釣り上げようとしてきた。そういう場合はどうす

ればいいのか。 

佐藤）このような場合、日本では合理的な金額を探るため判例を調べます。できるだけ似た事

件を複数探し、本件での妥当な額を考え、それを念頭に置いて調停に臨む。その額が仮に 400

万円だとしても、それを当事者にどう伝えるかは、事件の種類や当事者の性格による。日本

では、判例は公開されているので、どの弁護士・当事者・裁判官も同じ判例を調べて同じ見

通しをもつのが普通であるので、交渉は容易である。 

当事者は、自分の弁護士からも調停委員からも同じような金額を提示されて説得されるの

が通常である。 

このような過程で重要なことは、判例の公開・利用可能性、弁護士が同様の見通しにした

がって裁判所に協力する姿勢があることの２点である。 

田中）さらに、医療過誤のような専門的知識を必要とする事件では、医者などの専門家が調停

委員として裁判官に協力する制度が日本にある。マリアナ副長官もこの制度に非常に興味を

もち、インドネシアでも同様の制度をつくりたいと言っていた。 

９番目の判事）プマラン裁判所から移動してきたばかりである。そこでは調停成立率が 25％に

上っていた。しかし、問題があり、当事者が調停に時間がかかる（当事者の不出頭が多いか

らである）。当事者が出頭を約束していたのに、その当事者が弁護士と相談して欠席すること

がよくある。 

アンディ）この裁判所が成功率が高いのは、高裁の長官が地裁の判事に対し、調停活性化を指

示し、結果を報告させるようになり、調停を義務づけられていると各判事が進んでやるよう

になった。なお、同地裁の判事のうち、有資格者は２名だったが、１名異動により今は１名

である。 

2005 年から研修に参加し、弁護士の非協力については問題が提起されていた。私としては、

本邦研修で、インドネシアの調停活性化上の問題点は挙げつくされていると思っている。後

は対策の実施だ。 

 研修と広報が重要だと考えている。 

規則改正についても、日本の文化・制度は我が国と似ているところが多いので、取り入れ

て使える部分は多いと考えている。 

田中）サーティフィケイトを得た判事４人は IICT で研修を受けたのですか。どう感じられまし

たか。研修は役に立ちましたか。 

アンディ確認 全員 IICT で研修受講。 

ヨハネス判事）IICT の研修は、教材もカリキュラムもよかった。ただ、実地は、習ったとおり

にはいかない。調停には１回に十分時間が必要だが、ぶつ切れになり、１回目の合意事項が

２回目に覆されることがよくある。 

アンディ）私も IICT の研修をファタヒラから受けた。あそこのはアメリカの調停の内容が多い。

他方、日本のアチェ ADR 遠隔研修では、稲葉先生の講義を受けたが、非常に参考になった。

裁判官は、普段の業務で和解勧試を行っているので、理解しやすかった。多くの事件では、

当事者は和解可能な状況にあるが、実際には裁判所で十分な時間が取れないとか、自己の権

利に固執して和解がまとまらないので、裁判官の役割としては、両当事者の気持ちをほぐし

て和解できる環境をつくりたいと考える。 
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ソーダルマジ判事）調停の過程で通常調停の方がより具体的な事実が述べられ、両当事者が認

める事実が提示され、自白も得られる。その得られた証拠をもし和解が成立しなかった場合

に、通常の訴訟で利用できるのか？そういうことを改正規則で導入するよう提言していいの

か。 

アンディ）（河田さんの通訳を一時止めて）説明（現行規則では無理） 

田中）日本制度のもとでは調停を担当する裁判官は、調停で出た証拠を自ら訴訟で使うことは

できない。しかし、当事者は、調停の記録を閲覧・謄写し、訴訟に提出することができる。

調停では、書証を出すことも多い。他方、調停では、本音の話を口頭で行い、記録に残さな

いことも多い。これは訴訟では利用できない。ただし、同じ裁判官が調停から訴訟をしてい

れば、念頭に置きながら訴訟ができる。このような制度をどの程度新規則で採用するかはア

ンディ所長ら WG の協議で決まる。 

副所長）今回のプロジェクトで調停に成功した裁判官に昇進のメリットがあるということだが、

調停に失敗した後裁判に移行して和解（訴えの取下げ）に成功することがよくある。それも

評価対象にしてもらいたい（皆笑顔で頷く。）。 

アンディ）今の最高裁規則では民事訴訟法 130 条で最初の１回だけしか調停しないが、今後は

もっと調停の機会がフレキシブルになり、和解制度のように調停の成果を生かせるように改

正する。 

皆質問はもうないですね。 

アンディ）今日は刑事事件の日だが、今から準備でき次第民事事件の傍聴をしたい。 

（途中 12：00 になり、コーランが室外で鳴り響くが、誰もお祈りのために中座する者なし。

12：30 を超えたころから皆疲れが見えてくる。） 

２．法廷傍聴 

（1）同地裁には入口の待合い室にテレビと長椅子が複数あり、大勢が待っている。 

（2）１階に法廷が２室あり、１つの法廷を傍聴した。正面の裁判官席は合議体３名が法服着用

で着席。向かって左端に書記官が着席している。当事者は一段下がったスペースに相対し

て着席し、傍聴スペースとは区切られている。 

   書記官の位置以外は日本の法廷とほぼ同じ配置。 

   ただし、暑いので、天井で扇風機が回っていること、開廷中も両側・正面の３つの扉が

開いたままで外部の雑音がかなりうるさいこと、警備員が銃を持ってうろうろしているこ

と、注目事件の場合、法廷内にテレビ各局のテレビカメラが入り、法廷を実況中継するこ

とが許されている(スハルト退陣後以後の現象)日本との違いである。 

   当日は、当職らが傍聴した簡易な民事事件後に大きな刑事事件があるらしく、多数のテ

レビカメラが待機していた。 

（3）通常民事事件の傍聴(約 10 分間) 

   通常の弁論期日。訴訟提起後、調停に付されて不成立となったあとの１回目であり、準

備書面を相互に提出して次回期日を決めて終わった。日本の弁論期日そっくりの光景であ

った。 

３．その他庁舎設備 

（1）裁判官室 

アンディ所長室のみ見学。所長なので、室内は広く、応接セットあり。壁に現在の職員数(内
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訳)、係属事件数等の一覧表が掲示されていた。 

（2）調停室 

専属の調停室はないため、会議室(約 20 名くらい収容できる)を利用している。 

この会議室の壁の大きめの本棚に共用図書が置かれており、図書室代わりである。 

（3）敷地 

駐車場はかなり広いが満杯状態であった。 

法廷が中央にあり、それを花壇などが取り巻き、ロの字型に２階建ての裁判官の執務室が

配置されている。 

全体に清掃が行き届き、快適で美しい裁判所であった。 

以上 
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日時 ９月 27 日 16 時 10 分～18 時 00 分 

場所 統一弁護士会事務所 

 

１．協議 

（1）参加者 

１）日本側 佐藤、田中、塚本、河田 

２）統一弁護士会側 Harry Ponto 氏、Luthfie Hakim 氏、Luthfie Yazid 氏、 女性秘書 1 名 

（2）Hakim 氏挨拶 

・統一弁護士会会長も参加の予定であったが、別件で参加できない。申し訳ない。会長も調

停制度の強化には強い関心をもっている。 

・統一弁護士会は独自の調停センターの設立を目指しており、調停人を養成する研修センタ

ーの設立も検討している。また、法律扶助活動の活性化も検討している。別の機会に支援

をお願いしたい。 

（3）協議概要 

（日本）プロジェクト概要の説明。 

・（日本）最高裁判所規則改正 WG 及び調停人養成制度改善 WG に弁護士会からもメンバー

の派遣をお願いしたい。最高裁から打診はあったか？ 

→（インドネシア）ない。 

・（日本）どのような手続で人選をするのか。 

→ （インドネシア）最高裁からレターをもらえば十分。統一弁護士会内の手続については、

この会議の場に事務総長（HAKIM 氏）も出ているし、問題はない。 

・（インドネシア）WG に弁護士が何人参加するのか。両方の WG への参加が必要であろう。 

→（日本）最高裁との協議では既に 14 人選んだと言っていた。弁護士の人数が少なすぎる

場合は協議しよう。 

→（日本）WG に弁護士が参加する理由は、弁護士にとって使いやすい調停になるように

規則を改正すべきだし、弁護士にとって魅力的な調停人養成制度にすべきだからである。

その観点から協力をお願いしたい。また、最高裁は、本プロジェクトで作成した調停人養

成の教材を他の機関が活用することを認めている。弁護士会独自の調停人養成にも使用し

てほしい。 

・（インドネシア）各 WG に参加する弁護士の数は、最低でも２名ずつ（合計４名）が必要

だろう。具体的には、本邦研修 OB が考えられるが、そうでない人でも構わないだろう。 

・（日本）広報についても弁護士会に協力をお願いしたい。WG が行った最高裁規則の改正、

調停人養成制度の改善の内容をユーザーである弁護士には広く知ってもらいたい。弁護士

会内での広報をお願いしたい。 

・（日本）弁護士会の調停人養成制度は、IICT や PMN の養成制度とどのように違いを出すの

か。 

→（インドネシア）裁判上の調停・和解ではなく、民間の調停制度をつくることによって、

紛争解決の選択肢を増やしたい。裁判上の制度とは異なるので、教材等が違ってくるだろ

う。 

・（日本）裁判上の調停が活用されていない理由について、現行規則の問題点のほか、弁護

２－９．統一弁護士会との協議議事録（９月 27 日） 
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士側からは裁判結果の予見可能性の低さが指摘され、裁判所側からは弁護士の報酬体系の

問題（タイムチャージだから訴訟を引き伸ばす。）が指摘されている。最後の点については、

裁判所側の理解に誤りがあるか。 

→（インドネシア）現行規則の問題点については、裁判開始当初にしか調停の勧試がなさ

れないことが大きな問題。また、第一審だけでなく、第二審でもできるようになるとよい。 

→（日本）民事訴訟法に「第一審」と書いてあるので、第二審でもできるようにするため

には民事訴訟法の改正が必要。本プロジェクトではそこまで考えていない。 

→（インドネシア）裁判上の和解・調停制度が活用されないのは、タイムチャージ制が問

題なのではない。裁判結果の予見可能性のなさが問題である。予見可能性がない状態では

誰も合意により紛争を解決しようと思わない。貸金返還訴訟において、請求が認容される

棄却されるか不透明な状況で、被告がお金を任意に支払うはずがない。最高裁まで争えば

３年から５年かかるし、請求が棄却されるかもしれないのに、任意に支払うのは経済的合

理性からいってありえない。仮に認容されたとしても、遅延利息は付されたり付されなか

ったりする。 

→（インドネシア）また、インドネシアでは裁判所及び裁判官がリスペクトを受けていな

いことが、裁判上の和解・調停制度が活用されない大きな理由である。 

→（インドネシア）判決書の公開がぜひとも必要である。これまでの判決書には恥ずかし

くて表に出せないものも多いし、それらをすべて公開するのが非現実的であるとするなら、

これからの判決書を公開すればよい。 

・（インドネシア）新しい弁護士試験を 2006 年２月と９月に実施した。合格者は２年間のイ

ンターンシップを経て弁護士になる。試験の不合格者が弁護士会を訴えるといった事件も

存在するので、試験の透明性を高める努力が引き続き重要である。 

・（インドネシア）統一弁護士会の支部の設置は４箇所で計画が進んでいる。ステップバイ

ステップでやっていくしかない。 

 

以上 
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日時 ９月 28 日午後２時～  

場所 USAID 

 

１．面談者 

(1) 日本側 佐藤，田中，塚本，河田 

(2) EU 側 Paul J.Simonett (Senior Rule of Law Advisor) 
Gartini Isa (Project Development Specialist) 

２．協議概要 

（1）調査団から JICA プロジェクトの概要説明 

（2）Simonett 氏より USAID のプロジェクトの説明・質疑 

・自分自身はメディエーターの弁護士である。我々は Asian Foundation を通じてパイロットプ

ロジェクトを実施し IICT を支援したが、規則改正を目的とする JICA のプロジェクトとの重

複はないものと思われる。 

・現在、セクターリフォームプログラム（3.5 年、900 万ドル）によりケースマネージメント

を手がけている。また、ミレニアムチャレンジプログラム（２年、350 万ドル）で汚職裁判

所を支援している。 

⇒田中）判例集をオープンにしたらどうかと考えている。 

・メディエーションが進まないのはキャリアが関係している。すなわち、和解・調停を利用

しても裁判官は昇進しない。 

・様々な協力により各国の裁判官同士がオープンに議論しあえれば、裁判官の質も向上し、

汚職も減っていくだろう。 

以上 

  

２－10．USAID との協議議事録（９月 28 日） 
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日時：９月 28 日（木）午後３時～午後４時 

場所：JICA 事務所会議室２ 

 

１．面談者 

日本側 佐藤、田中、塚本、河田 

BC 側 ３名 

Gilles Blanchi チーム・リーダー  

Belida Costin コンサルタント 

Fifiek Mulyana コンサルタント 

２．協議概要 

（1）佐藤団長による JICA プロジェクト案の説明 

（2）Blanchi リーダーによるブリティッシュ・カウンシル（BC）のプロジェクトの説明 

私は、ここにくる前に、20 年以上勤務した IDLO 退職後、２年間、BC に就職し、中東 10

カ国で ADR の促進プロジェクトをしてきた。 

我々のプロジェクトは３コンポーネントがある。 

1）Training：Initial Training ＆ Continuing Training 

2）Case Management:Transparency（近代的設備供給を含む） 

3）Public Awareness, Public access to the Judiciary（村落・市民向け） 

したがって、JICA と BC とを比較すると、JICA は、最高裁規則改正から始めており、BC

は、草の根から始めている。また、調停人の研修といっても、BC は、村落レベルの調停人

を想定しており、JICA は裁判所の調停人を想定しているところが違うと考える。 

両者は、似ているが重なっていないので、両者でよく協議すれば、よりよいプロジェクト

になり得るであろう。 

（3）質疑応答 

佐藤）本 JICA プロジェクト案は、過去３年間の研修の成果としてインドネシア側から提案

されたものであり、それには、マリアナ副長官、地裁の裁判官、弁護士を含んでいる。 

Blanchi）コンポーネント３に広報が入っていてよいと思う。我々のプロジェクトでも、調停

が知られなさすぎていて苦労しているし、弁護士が無理解で苦労している。 

Mulyana）規則改正が実現するとよい。民間調停での調停結果を裁判所で執行力を得られる

ようにしてもらいたいからである。 

Blanchi）WB、UNDP も ADR 分野には興味をもっている。 

Legl Aid のカウンセラーに ADR を周知させたい。 

Access to Justice の活動として、ラジオ、テレビなどのメディアを使う可能性もある。ADR

もこの中に取り入れられると望ましいと考える。 

BC のオフィスは、汚職裁判所になる予定である。そこに JICA も USAID も入ると聞いて

いる。ドナー間調整は容易であろう。 

田中）規則改正では、ユーザー・フレンドリーなものに変えたいと考えているので、BC の

活動成果は是非取り入れたい。 

佐藤）また、統一弁護士会から WG に３人入る。 

Blanchi）マリアナ副長官が、プロジェクトの「チャンピオン」になるだろう。オーナーシッ

２－11．ブリティッシュ・カウンシルとの協議議事録（９月 28 日） 
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プが非常に重要だからである。 

Blanchi）私の名刺を見ると皆笑う。「50 年いるつもりか」と。それほど Good Governance in 

Judiciary は不可能だと思われている。誰もが何かしなければならないわかっているが、皆

同床異夢である。しかし、香港警察やフィリピン税関などができたことがインドネシアで

不可能とは思わない。 

Blanchi）今後とも是非協力していきたいし、BC 側も情報提供していきたい。 

河田）Inception Report をデータでください。 

Blanchi）了解。 
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日時 ９月 29 日午後２時 20 分～  

 

１．面談者 

大使館側 清水書記官 

調査団側 佐藤、田中、塚本、河田 

２．協議概要 

（1）佐藤団長から調査結果について報告 

（2）清水書記官からコメント 

・ マリアナ最高裁副長官は、いつも和解・調停制度の重要性を言っている。 

和解・調停制度の導入によって汚職の可能性は減るということだが、弁護士に対する支

払いも軽減するのか。 

   ⇒田中）和解・調停によって最高裁まで上訴されないので、当然支払いは減る。さらに最

高裁までいって敗訴する危険性があるが、和解・調停は win-win-solution であり、負けが

ないのが利点である。また、メディエーションは訴訟の民営化ともいえ、汚職の機会が

減る。 

・ AusAID が支援しても受け入れられない理由は？ 

⇒田中）現在のメディエーションに関する制度はアメリカの影響が強くインドネシアの

裁判官には不評である。マリアナ副長官は、日本化したいという意向をもっている。 

・ 本プロジェクトに関する広報の仕方を考えたい。大使館としても支援したい。テレビや

ラジオを活用しているドナーもある。 

・ インドネシアの裁判官のレベルはどの程度か。 

⇒田中）レベルは低いと言われている。 

・ 投資環境整備など日本のビジネスに効果があればよい。 

⇒佐藤）司法が良くならないと投資が行われないともいえる。 
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２－12．日本大使館報告議事録（９月 29 日） 



日時 ９月 29 日午後３時 30 分～  

場所 UNDP 
 

１．面談者 

（1）日本側 佐藤、塚本、田中、河田 

（2）UNDP 側 Ewa Wojkowska(Program manager) 
Mas Achmad Santosa (Senior Advisor) 
他１名 

                 

２．協議概要 

（1）調査団からプロジェクトの概要説明 

（2）Wojkowska 氏から UNDP の活動説明 

・UNDP では３つのイニシアティブが進行中。第一は市民社会のためのリーガル・エンパワ

ーメントである。第二が法務人権省と共同で法律をより理解可能な言葉に置き換える作業

である。第三がアチェのプロジェクトであり、アチェのアダットレベルにおけるリーガル

エイドや人材育成を行っている。メディエーションは、このキャパシティビルディングと

関係がある。 

・UNDP の協力においては、直接的に ADR のための資金援助は行っていない。 

（3）質疑応答 

・JICA のプロジェクトは約 6,000 人いる裁判官のうち何人くらいを対象としているのか。 

⇒Trainers of Training を想定しているので、裁判官を直接研修対象とすることは想定してい

ない。 

・佐藤）UNDP の法整備支援においては、一般の人のリーガル・アウェアネスを高めるため、

どのような手段を用い、どのような活動を行っているのか。 

⇒Wojkowska）テレビが視覚的で最も有効だという調査結果がある。２盤面がラジオ。も

っとも国営テレビ局の番組は中級以上のクラスとなると見ないが、田舎では国営テレビし

か写らない。アチェでは、テレビとラジオを活用した。出版物を活用したり、e-mail を利

用する手もある。 

・JICA のプロジェクトをドナーマッピングに載せたい。 

⇒佐藤）喜んで。 
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２－13．UNDP 訪問メモ（９月 29 日） 



３．M/M 
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Andi Samsan Nganro, SH.

2. IG. Agung Sumanatha

3. Subagyo

4. Budiman Sudarsono

5. Susanti Adhi Nugroho

6. Harifin Tumpa

7. Paulus Effendi Lotulung

8. Marianna Sutadi

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

Justice of the Supreme Court

Supreme Court

Supreme Court

Supreme Court

Chief Judge of South Jakarta
District Court

Secretary of Research &
Development - Supreme Court
Training Center

Head of Administration Affairs
Body - Supreme Court

BAPPENAS

ParafNo. Name Institution/Position

Date          :  September 25, 2006

Time         :  10:00 - finish

Venue       :  Supreme Court RI

４．面談者リスト 

４．面談者リスト 
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Piter Edward AUSAID - Program Manager

2. Steward Fenwick IALDF - Team Leader

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

ParafNo. Name Institution/Position

Date          :  September 25, 2006

Time         :  14:00 - finish

Venue       :  IALDF
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Kasoly Soos

2. Ronan Mac Aongusa Head of Section ERGG

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

EUDP Indonesia Project Officer

No. Name Institution/Position Paraf

Date          :  September 25, 2006

Time         :  15:30 - finish

Venue       :  European Union
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Marianna Sutadi

2. Harifin Tumpa

3. Paulus Effendi Lotulung

Reform Team - Supreme Court
4. Mas Achmad Santosa

Justice of the Supreme Court
5. Susanti Adhi Nugroho

Chief Judge of South Jakarta
District Court

6. Andi Samsan Nganro, SH.

Supreme Court
7. Ely Mariani

Supreme Court
8. IG. Agung Sumanatha

JICA
9. Hiroaki YAMANISHI

10. Hideo TSUKAMOTO JICA

11. Kazuko TANAKA JICA

12. NAOSHI Sato JICA

13. KAWATA Sozaburo JICA

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

ParafNo. Name Institution/Position

Supreme Court

Supreme Court

Supreme Court

Date          :  September 26, 2006

Time         :  10:00 - finish

Venue       :  Supreme Court RI
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Raymond Lee PMN

2. Fahmi Shahab PMN

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

ParafNo. Name Institution/Position

Date          :  September 26, 2006

Time         :  14:00 - finish

Venue       :  PMN
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Abdul Wahid

2. Wahiduddin Adams

3. Mualimin Abdi

4. Hartoyo

5. Zaenal Arifin

6. Pocut Eliza

7.

8.

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

Ministry of Law & Human Rights

Ministry of Law & Human Rights

Ministry of Law & Human Rights

Ministry of Law & Human Rights

Ministry of Law & Human Rights

No. Name Institution/Position Paraf

Ministry of Law & Human Rights

Date          :  September 26, 2006

Time         :  17:00 - finish

Venue       :  Ministry of Law & Human Rights
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Fatahillah 

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

IICT

ParafNo. Name Institution/Position

Date          :  September 27, 2006

Time         :  08:30 - finish

Venue       :  IICT
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Andi Samsan Nganro Ketua PN

2. Ariansyah B. Dali P.S Wakil Ketua

3. Lilies Djuaningsih Panitera / Sekretaris

4. Yohanes E. …, SH. Hakim

5. Yohanes Suhadi, SH. Hakim

6. Efran Basuning, SH. Hakim

7. Eddy Risdianto, SH. Hakim

8. Wahjono, SH., MHum. Hakim

9. Sulthoni Hakim

10. Sutjahjo Hakim

11. Soedarmadji Hakim

12 Syafrullah Sumar Hakim

13. Ketut Manika Hakim

14. Herry Sasongko Hakim

15. Sri Mulyani Hakim

16.

17.

18.

19.

20.

ParafNo. Name Institution/Position

Date          :  September 27, 2006

Time         :  11:00 - finish

Venue       :  PN Jakarta Selatan
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Harry Ponto

2. M. Luthfie Hakim

3. TM. Luthfi Yazid

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

PERADI/Secretary General

No. Name Institution/Position Paraf

PERADI/General Treasury

Luthfi Yazid & Partners

Date          :  September 27, 2006

Time         :  16:00 - finish

Venue       :  PERADI
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Marianna Sutadi

2. Harifin Tumpa

3. Paulus Effendi Lotulung Supreme Court

4. Susanti Adhi Nugroho

5. Andi Samsan Nganro, SH.

Supreme Court
6. Ely Mariani

Supreme Court
7. IG. Agung Sumanatha

8. Hideo TSUKAMOTO JICA

9. Kazuko TANAKA JICA

10. NAOSHI Sato JICA

11. KAWATA Sozaburo JICA

12. Subagyo

13. Nisa

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

Supreme Court

Supreme Court

Justice of the Supreme Court

Chief Judge of South Jakarta
District Court

Tenaga Ahli Tim Pembaruan
Mahkamah Agung

Head of Administration Affairs
Body - Supreme Court

ParafNo. Name Institution/Position

Date          :  September 28, 2006

Time         :  10:00 - finish

Venue       :  Supreme Court RI
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Gartini Isa USAID

2. Paul Simonet USAID

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

ParafNo. Name Institution/Position

Date          :  September 28, 2006

Time         :  14:00 - finish

Venue       :  USAID

－81－



STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Fifiek Mulyana

2. Gilles Blanchi

3. Belida Costin

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

Consultant GGIJ

No. Name Institution/Position Paraf

British Council/Team Leader

Consultant GGIJ

Date          :  September 28, 2006

Time         :  15:00 - finish

Venue       :  JICA Indonesia Office
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STUDY TEAM OF MINISTRY OF JUSTICE OF JAPAN
ATTENDANCE LIST

1. Marianna Sutadi

2. Harifin Tumpa

3. Paulus Effendi Lotulung Supreme Court

4. Subagyo

5. Andi Samsan Nganro, SH.

6. Nisa Istiani Tim Pembaruan

7. IG. Agung Sumanatha Supreme Court

1. SHIMIZU Ayako EOJ

1. NAKAMURA

2. Mas A. Santosa

3. Ewa Wojkowska

UNDP

UNDP

ParafNo. Name Institution/Position

Paraf

No. Name Paraf

No. Name Institution/Position

Supreme Court

Supreme Court

UNDP

Head of Administration Affairs
Body - Supreme Court

Chief Judge of South Jakarta
District Court

Institution/Position

Date          :  September 29, 2006

Time         :  10:30 - finish

Venue       :  Supreme Court RI

Date          :  September 29, 2006

Time         :  14:00 - finish

Venue       :  Embassy of Japan

Date          :  September 29, 2006

Time         :  15:30 - finish

Venue       :  UNDP
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５．EUプロジェクト概要 
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６．IICT 関係資料 

－86－



あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ

－87－



－88－



－89－



－90－



－91－



－92－



－93－



－94－



－95－



－96－



７．PMN 関係資料 
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インドネシア「司法制度比較研究セミナー」政策提言 
(Policy Recommendation) 

I. 日付 2006 年７月 14 日 
タイトル メディエーション：紛争解決における実践的戦略 

日本とインドネシアのメディエーションの比較研究 
メンバー氏名 １.アンディ・サムサン・ガンロ 

２.スハディ 
３.イ・グスティ・アグン・スマナタ 
４.ムルティニンディヤ・エリ・マリヤニ 
５.アルタ・テレシア・シララヒ 
６.クルニア・ヤニ・ダルモノ 
７.ムハンマド・ルトフィ・ハキム 
８.タヒル・ムサ・ルトフィ・ヤジド 
９.フィルマンシャ 
10.ワヒドゥディン・アダムス 
11.ムアリミン・アブディ 

メンバーの職業 地方裁判所所長／裁判官、インドネシア共和国最高裁判所民商事

担当準長官付き調査官 
インドネシア弁護士連合会(PERADI)所属弁護士法務人権省法制

局職員 
II. 目次 １.はじめに 

２.メディエーションの重要性 
３.日本におけるメディエーションの制度及びその実務 
４.裁判所におけるメディエーション手続に関する最高裁判所規

則 2003 年２号に基づく、インドネシアのメディエーション

の運用実体 
５.メディエーション政策 
６.おわりに 

III. 活 動 要 旨  (Executive 
summary)  

１.田中嘉寿子教官によるセミナーの目標に関するオリエンテー

ション。 
２.東京大学・稲葉一人氏による講義（ビデオ会議方式）、テー

マ：ADR の技法について・メディエーションに関するセミナ

ー第２回。 
・タイトル：ADR を担う人材育成について・調停技法トレー

ニング 
・紛争が激化した場合の紛争処理における ADR の考え方、及

び、第三者が関与した場合の紛争解決の方法について説明 
・議論の中心テーマは、結果に対する影響と調停と仲裁の違

い。交渉・調停・仲裁の技法、及び、紛争の分野と調停モデ

ルとの整合について説明 
・後半で、紛争の大きなフロー、及び、とるべきアプローチに

ついて説明 
３.法総研国際協力部部長歓迎あいさつ。 

８．国別研修｢司法制度比較研究セミナー｣において、インドネシア裁判官よりなされた政策提言 
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４.講義：調停委員の選任手続について。講師は須知雄造弁護

士。日本の調停委員について講師自身の経験、選任の手続、

活動内容について説明。 
５.講義：民事調停官制度の概要と活動状況について。講師は宮

崎陽子弁護士。民事調停官として紛争を調停によって解決し

てきた経験を説明。 
６.大阪弁護士会民事紛争処理センター見学。講義：裁判外紛争

処理手続の各種制度について。講師は小原正敏弁護士。弁護

士会が運営している裁判外紛争処理の制度について説明。 
７.講義：関根教官による簡易裁判所に関する説明。簡易裁判所

における調停や和解及び少額訴訟について詳説。 
８.講義：和解技法。講師は小久保孝雄判事。大阪地方裁判所判

事として調停や和解により紛争解決をしてきた経験に基づい

て説明。 
９.講義：労働審判制度の概要及び立法経過について。講師は田

中嘉寿子教官・森岡礼子氏。新しく立法によって制度化され

た労働紛争処理制度について説明。 
10.講義：現代調停の技法―司法の未来―。講師は井上治典氏・

佐藤彰一氏。裁判官が調停で紛争を解決する場合の技法や方

法論について解説。 
11.調停人養成研修 DVD による調停技法の実習。具体的な事例

を用いて研修員がロールプレイを行う。 
12.模擬 PCM。研修員が PCM 手法により実際にプロジェクトの

立案や活動の評価を行う。 
13.各グループによる政策提言書案の作成及び最高裁判所副長官

マリアナ・スタディー氏による指導。 
14.政策提言書案の発表。  
15.政策提言書案作成にむけたグループディスカッション。  

IV. 問 題 分 析  (Problem 
Analysis) 

現在、インドネシアの裁判所が直面している重大な問題の一つ

は、司法権に関する法律（2004 年４号）に明記されている、簡

易・迅速で費用負担の小さい紛争処理制度の導入をどのように実

現できるかということにある。ここには一つのジレンマがある。

なぜなら、日常に生じる紛争の数が年々増加し、その複雑さも

年々増している一方で、それらの紛争事件を審理し裁定して解決

する任務を負う裁判所は、その能力に限界があるからである。  
このような状況を打開する方法の一つが、裁判外紛争処理制度

の促進である。インドネシアで裁判外紛争処理を促進する必要性

を基礎付ける要素として以下の５つをあげることができる。 
１.海外からの対インドネシア投資を誘致するために必要な、我

が国の競争力の向上を図る手段の一つであること。効率的で

信頼できる紛争処理制度の整備を含め、法の確定性を確保す

ることは、投資家がインドネシアを投資の対象とするか否か

を決定する際の重要な要素となる。専門技術性に裏打ちされ
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た ADR の存在は、信頼性のある（あるいは公平性の保証さ

れた）紛争処理の機会の存否についての投資家の不安を解消

するであろう。 
２.効率的でかつ国民の公平性に対する要求を充たすような紛争

処理機関を、国民が求めていること。 
３.紛争処理への参加要求を伴うような国民の批判意識の高まり

に応える必要があること。 
４.司法機関に健全な競争の環境が生まれること。ADR 機関や準

司法的機関（審判機関）が選択肢の一つに加わることによ

り、紛争処理にあたって国民がどの機関を選択するかはそれ

ぞれの機関に対する信頼度を反映することになる。ADR 機関

という競争相手が登場することによって、紛争処理機関のイ

メージや信頼度が向上することが期待される。 
５.代替の選択肢があることによって、多くの事件が裁判所に持

ち込まれる流れを堰き止めることができる。 
インドネシアでは、アメリカ、韓国、オーストラリア、日本及

びシンガポールなどの諸外国と同様に、裁判の過程におけるメデ

ィエーションが行われてきた。特に、2003 年 11 月３日以降は、

すべての民事訴訟事件が第一審の審理においてメディエーション

を試みなければならないとされた。このことは、現行民事訴訟法

HIR130 条／RBG156 条の規定をより実効的なものとするために

定められた、裁判所におけるメディエーション手続に関する最高

裁判所規則 2003 年２号に規定されている。 
 

日本の裁判所におけるメディエーションの制度としては、訴訟

とは関係なく（訴えが提起される前に）申立てにより行われる調

停がある。簡易裁判所を管轄とするこの調停は３人のメンバーか

らなる調停委員会が担当する（１名は調停を主宰する裁判官であ

るが、近時、裁判官が多忙であるため、弁護士を調停官に選任す

る制度が採用されている。任期は２年で再任が可能である。他の

２名は調停委員として、弁護士のほか専門技術職にある者などか

ら選任されるが、事件の特殊性に応じて任命される）。 
一方、付調停という制度もある。すなわち、 

・訴訟の手続の過程で、紛争の両当事者が承諾をした場合に行わ

れる調停で、調停委員が関与する 
・訴訟で審理をしていた裁判官が紛争の概要及び争点についてメ

モをつくって調停委員に伝えることにより、調停委員は事件を

把握することが容易になる 
・調停委員は解決案を示すことができる。その解決案に対して当

事者双方から異議申立がなく２週間を経過したときは、その解

決案が裁判における判決と同様の決定となる（民事調停法 18

条） 
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以上のほかに、裁判上の和解の制度がある。すなわち、訴訟の

審理を担当している裁判官がメディエーターとなって行われるメ

ディエーションである（調停委員の関与はない）。和解は、それ

ぞれの事件の管轄に従って、簡易裁判所でも地方裁判所でも行う

ことができる。 
調停及び和解の特徴。申立てによる調停、付調停、裁判上の和

解とも、メディエーターの役割は非常に積極的で、当事者の話し

合いを促進するという範囲にはとどまらず、和解案・調停案を提

示することもできる。  
調停・和解の技術 
（和解技術論・草野芳郎著） 
・当事者の主張に基づく事案の評価 
・当事者の言い分を聞く能力。当事者と同じ目線に立つ能力 
・当事者に対する共感を示すことのできる能力  
・紛争の原因を理解する（紛争のサイクルを理解したうえで、仮

説をたててメディエーションを試みる） 
・紛争当事者双方の有利・不利を明らかにしない。利害に基づく

メディエーション（interest based mediation）では、一方が有

利であるとか不利であるなどの発言は、メディエーターとして

の要件である公平性を損なうことになる。公平性とは、偏向の

ないこと、当事者に対して好き嫌いなどの好みをもったり当事

者の主張する利益や解決策を支持するなどをしないことである

( Moore 2003 ) 
労働紛争解決の制度として、日本で新しい制度が導入され

た。すなわち、新たな ADR による紛争処理制度である。このよ

うにして、労働紛争に関して当事者には数種類の紛争処理手続き

が用意されている。  
 

以上のような調停・和解による紛争処理制度の規定を、最高

裁判所規則 2003 年２号が規定するインドネシアの裁判所におけ

るメディエーション手続と比較することにより、今後検討するべ

き課題として、以下の点を指摘することができる。  
１.最高裁判所規則 2003 年２号の規定の改正の必要性につい

て。すなわち、裁判上の和解の制度と同様に、受訴裁判所裁

判官にメディエーターとしての権限を与えるとする改正の必

要性。また、将来的に、インドネシアのメディエーション制

度に司法委員や専門委員のような制度を導入する必要性や可

能性。 
２.国民の司法に対する信頼を確保するために、調停委員、司法

委員、専門委員のような制度によって国民の司法参加を積極

的に推進することの必要性。仮に必要であると判断した場合

に、インドネシアの民事訴訟法と抵触せず、かつ効果的に機

能するためには、どのような制度として導入するべきか。 
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３.インドネシアのメディエーションに調停委員会のような制度

を導入することの可能性。 
４.労働紛争についてメディエーションで解決を図る場合に、ど

のようなシステムがより効果的か。 
５.民間の ADR を促進する目的でメディエーション制度の改革

を検討する場合に、1999 年 30 号法律の６条の規定を改正す

ることで足りるか、あるいは新しい ADR 法の立法が必要

か。 
６.メディエーションが最大限の効果を発揮できるよう弁護士の

貢献も必要であるが、どのようにしてその貢献を引き出すこ

とができるか。 
７.紛争処理において正義を求めるという価値観や法意識が時代

とともに変化して、今や人々は紛争で勝つことを求めるよう

になっているといわれるが、それは正しいのかどうか。 
   
メディエーションを訴訟手続のなかに組み込むことは、争い

について裁定し解決するという裁判所の役割にも適い、その機能

を強化・最大化するものであることは、広く認められている。し

かしながら、裁判所におけるメディエーション手続に関する最高

裁判所規則 2003 年２号の制定にもかかわらず、裁判所における

メディエーション及びその結果である和解による解決が効果的に

機能しているとはいえないこともまた事実である。  
 
以上のような問題点からは、最高裁判所規則 2003 年２号の改

正の必要性が認められる。すなわち、審理を担当している裁判官

がメディエーターとなれるようなオプションを用意すべきであ

る。ここでは、裁判上の和解が、裁判官がそのまま当事者双方の

話合いのメディエーターになる制度であることが参考となってい

る。この場合、判決が言い渡されるまで、訴訟がいかなる段階に

あるかを問わず話し合いを試みることができるが、簡易・迅速で

費用負担の小さい訴訟手続という理念に常に留意しなければなら

ない。当事者双方が和解的な解決を望んでいるという確かな兆候

が見られた場合には、訴訟の審理をいったん中止して、場所をメ

ディエーション室に移したうえで、民間人の関与を得て、裁判官

がそのまま和解のための話し合いをすすめることができるように

する。  
 
その他に、財政制度及び財政状況に鑑みつつ、調停委員、司法

委員、専門委員の導入を検討する。これらの制度は、国民の司法

参加を具体化するものであり、司法の透明性を求める国民の要求

にも適うものである。これによって国民の裁判所に対する信頼を

確保することができる。その実現のためにすぐに着手できる方策

として、最高裁判所が弁護士組織（PERADI）及び退官した元判
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事・その他職能団体などに協力を仰ぎ、裁判官が行うメディエー

ションを支援する役割を担ってもらうようにすることが考えられ

る。このような司法への国民参加を実現するには、人選等につい

て注意深く行わなければならない。司法への国民参加という義務

からその者に不利益が生じることを避ける必要があること、及

び、あるいは、汚職の発生を防止する必要があるからである。 
 
調停委員、司法委員、及び専門委員の役割は、紛争を処理す

るための提案をしたり和解のための話し合いを促進することに限

定されることを理解しなくてはならない。意思決定を行うのは、

あくまでも裁判所の権限であるということである。したがって、

当事者による合意が効果的に履行されるために、その合意には判

決によって法的な効力が付与される必要がある。これらのことか

ら、調停委員、司法委員、専門委員等の関与によって和解の合意

が成立した場合に、その合意が終局的な拘束力を有する判決とな

る必要があるが、そのためのメカニズムに関する明確な規定を設

けなければならない。 
 
 同様に、長期的には、調停制度もインドネシアのメディエー

ション制度に取り入れることが可能であるが、これは立法による

ことが必要である。しかし、いずれにしても、裁判所における紛

争解決の手段としてこの制度が非常に効果的であることは明らか

である。 
 
労働紛争に関しても同様である。インドネシアでは労働紛争

裁判所という特別法廷が設けられるようになったが、これは、労

働者と企業側との紛争が増加している一方で、これに対応する労

働紛争解決に関する法律 1957 年 22 号の問題点が多く指摘され

るようになってきたことが背景となっている。 
 

その結果、労働紛争解決に関する法律 2004 年４号が立法さ

れ、この新法に従って特別法廷である労働紛争裁判所が設置され

たのである。 
 

この法律の特徴は、紛争の解決に関して労使双方が合意した

場合に、合意内容を記して双方が署名した書面は裁判所に届け出

ることができ、それによって執行を申し立てることができる点に

ある。 
 

民間 ADR 機関促進のための制度改革として、1999 年 30 号法

律第６条を改正する必要がある。1999 年 30 号法律第６条は、裁

判外のメディエーションに関する規定であるが、裁判所に届け出

ると規定しているのみで、どのようなメカニズムで執行できるの
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かが明らかにされていない。将来的には、仲裁に関する法律とは

別個に ADR（メディエーション）に関する法律を制定すること

が望ましい。 
 
弁護士がメディエーションによる話合いの促進に関与するこ

とに関して、インドネシア弁護士連合会（PERADI）と最高裁判

所が紛争処理のためのメディエーションについて理解を共有する

ことができるよう、両者で協力関係を構築する。また、弁護士会

による裁判外紛争処理機関であるメディエーション・センターの

設立支援を行っていく必要がある。国民がメディエーションによ

る紛争解決の支援を無料で受けられるような仕組みや制度を確立

していくうえでも、弁護士の役割は重要である。 
 
メディエーションの技術やメディエーターとしての裁判官の

姿勢について、小久保判事による講義及び草野芳郎元判事の著書

『和解技術論』から学んだ内容は、インドネシアの裁判所でメデ

ィエーションを行う裁判官が指針として実践することができるも

のである。 
 
最後に、メディエーションを成功させるうえで重要な事柄の

一つに、国民の法意識や価値観がある。裁判所における紛争解決

の努力が単に勝ち負けを争うだけのものではなく、法と正義に基

づいて行われるのだという意識を高めるよう、広報活動を行わな

ければならない。 
V. 日本の制度で、インド

ネシアに適用できる／

有用な要素 

日本のメディエーション制度の諸原則は、インドネシアの民

事訴訟制度や法文化に適合させて適用することが可能であり、ま

たインドネシアのメディエーション制度改革にとって有用であ

る。  
 
裁判上の和解の方法によるメディエーション。すなわち、訴

訟の審理を行っている裁判官がメディエーターとなって当事者双

方の話合いをすすめるメディエーションである。その際、弁護士

や退官した判事が話し合いの支援に加わる。この方法は、最高裁

判所規則 2003 年２号を改正することにより、すぐに導入するこ

とが可能である。ここでは、裁判官が弁護士や元判事の支援を受

けながら、積極的に話し合いの機運を醸成することができる。当

事者双方が話合いをしやすい雰囲気や状況を作り出すだけではな

く、裁判官自身の判断により当事者に和解案を提示することもで

きる。草野芳郎著『和解技術論』や須知雄造弁護士の講義は、メ

ディエーター研修実施の際の参考資料とすることができる。 
 
長期的には、民事訴訟法の改正やその他法律の改正などによ

り、付調停の制度を導入することが可能である。 
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VI. 政策提言 (Policy 
Recommendation) 

１.最高裁判所規則 2003 年２号に基づくメディエーションは、

実務上多くの問題点が指摘されている。したがって、早急に

当該規則によるメディエーション制度の見直しと改正のため

のチームを立ち上げる必要がある。それによって、裁判上の

和解のような制度を導入するとともに、国民の司法参加を充

実させることも可能となる。 
２.インドネシアで裁判外紛争処理制度としてメディエーション

を促進・充実させることは、裁判所に提起される訴えの数を

減らすための方法として、適切かつ賢明な選択肢である。そ

のため、ADR としてのメディエーション制度について、任官

前の研修から、任官後の技能研修にいたるまで、あらゆる段

階で判事に対して周知・理解を図ることがきわめて重要であ

る。 
３.インドネシアの文化に照らして考えると、メディエーション

による紛争解決は現在も頻繁に機能していることがわかる。

実際、この方法による解決は、裁判による解決に比べて、多

くの利点が認められる。したがって、大学の法学教育のカリ

キュラムに加えるべきである。  
４.今後、具体的に、メディエーションに関する規定の基礎とな

る法律を制定する。また、その立法のなかで、日本で成功し

ている調停制度を導入する。しかし、その立法は、インドネ

シアに固有の伝統的なメディエーションの原理や特徴を否定

するものであってはならない。したがって、協議による全会

一致（ムシャワラ・ムファカット）の伝統を重視するインド

ネシア社会の文化に適合するものでなければならず、また、

多様な解釈を許したり、その結果実務上の論争を巻き起こし

てしまうような規定であってはならない。 
５.裁判外紛争処理のためのメディエーションセンター設立を望

む国民の要望をくみ上げる努力を続けるべきである。また、

1999 年 30 号法律第６条の改正により、民間 ADR 機関の介入

によって成立した当事者の合意が債務名義となりえるような

制度改正が必要である。 
６.メディエーターとなるにふさわしい知見や専門性を有する人

材を養成できる研修を行えるようになることが非常に望まれ

る。そのためには、最高裁判所は各方面との協力を強化しな

がら、メディエーションの充実を図っていくべきである。 
VII. 行動計画 (Action 

Plan) 
１.最高裁判所規則 2003 年２号の改正について研究・検討する

特別チームを、早急に立ち上げる。そして、裁判上の和解の

制度の導入等を検討することによって、すでに指摘されてい

る問題点の改善を図る。 
２.将来的には、立法により、調停制度を民事訴訟手続に導入す

る。 
３.メディエーション制度の運用を直接担う人々を中心的な対象
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として、研修、セミナー、ワークショップ、実地研修などを

行い、メディエーションの更なる普及を図る。これらの研修

はインドネシアが単独で、または他国の支援などを受けなが

ら実施する。  
４.インドネシア弁護士連合会（PERADI）など各種職能団体と

の協力関係を構築する。特に、大学法学部との関係を強化す

ることにより、法学部学生がメディエーションに関する情報

や資料を入手できるようにしたり、学生に対する講義などを

行う。  
５.裁判所の関与のあるメディエーション及び裁判外の紛争処理

としてのメディエーションの充実を図るためのディスカッシ

ョンを関係者を対象に実施し、その普及を図る。 
６.今後も ADR 及びメディエーションに関する文献収集や制度

の研究を行い、民事訴訟制度の完成を図る。 
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